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報告案件 



令和８年第３回大田原市議会定例会提出議案 

 

報告第 ９ 号 市長の専決処分事項の報告について（大田原市認可地縁団体

印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の制

定について） 

報告第１０号 市長の専決処分事項の報告について（市長等の損害賠償責任

の一部免責に関する条例等の一部を改正する条例の制定につ

いて） 

報告第１１号 令和７年度健全化判断比率及び資金不足比率について 

報告第１２号 令和７年度大田原市内部統制評価報告書について 

議案第６５号 大田原市教育委員会委員の任命につき同意を求めることにつ

いて 

議案第６６号 大田原市教育委員会委員の任命につき同意を求めることにつ

いて 

議案第６７号 大田原市移動通信用鉄塔施設の設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

議案第６８号 大田原市税条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第６９号 大田原市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

議案第７０号 大田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第７１号 大田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

議案第７２号 大田原市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第７３号 大田原市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

議案第７４号 大田原市新型コロナウイルス感染症対策基金条例を廃止する

条例の制定について 

議案第７５号 令和７年度大田原市水道事業会計未処分利益剰余金の処分に

ついて 

議案第７６号 令和７年度大田原市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分

について 

議案第７７号 令和７年度大田原市一般会計歳入歳出決算の認定を求めるこ

とについて 



議案第７８号 令和７年度大田原市国民健康保険事業費特別会計歳入歳出決

算の認定を求めることについて 

議案第７９号 令和７年度大田原市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定を

求めることについて 

議案第８０号 令和７年度大田原市子育て支援券特別会計歳入歳出決算の認

定を求めることについて 

議案第８１号 令和７年度大田原市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

認定を求めることについて 

議案第８２号 令和７年度大田原市須賀川財産区特別会計歳入歳出決算の認

定を求めることについて 

議案第８３号 令和７年度大田原市水道事業会計決算の認定を求めることに

ついて 

議案第８４号 令和７年度大田原市下水道事業会計決算の認定を求めること

について 

議案第８５号 工事請負契約の変更について 

議案第８６号 令和８年度大田原市一般会計補正予算（第２号） 

議案第８７号 令和８年度大田原市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

議案第８８号 令和８年度大田原市須賀川財産区特別会計補正予算（第１号） 



報告第９号 

 

   市長の専決処分事項の報告について 

 大田原市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙

のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一  



専決第１２号 

 

専 決 処 分 書 

 

大田原市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の制定については、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年８月１７日 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

大田原市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

大田原市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例（平成５年条例第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

（登録） （登録） 

第４条 市長は、登録申請者から認可地縁団体印鑑の登録の申

請があったときは、大田原市印鑑条例第４条の例により、登

録申請者が当該認可地縁団体の代表者等であることを確認し 

、当該認可地縁団体につき地方自治法施行規則（昭和２２年

内務省令第２９号）第１８条の３第１項に基づき作成された

台帳（以下「地縁団体登録台帳」という。）の記載事項並び

に個人印鑑に係る印鑑登録原票の記載事項及び印影と照合す

るほか、登録を申請する書面に記載されている事項その他必

要な事項について審査し、登録するものとする。 

第４条 市長は、登録申請者から認可地縁団体印鑑の登録の申

請があったときは、大田原市印鑑条例第４条の例により、登

録申請者が当該認可地縁団体の代表者等であることを確認し 

、当該認可地縁団体につき地方自治法施行規則（昭和２２年

内務省令第２９号）第２１条第２項に基づき作成された台帳

（以下「地縁団体登録台帳」という。）の記載事項並びに個

人印鑑に係る印鑑登録原票の記載事項及び印影と照合するほ

か、登録を申請する書面に記載されている事項その他必要な

事項について審査し、登録するものとする。 



（代理人による申請） （代理人による申請） 

第１１条 地方自治法施行規則第１８条の３第１項第７号に規

定する代理人を置いている認可地縁団体にあっては、委任の

旨を証する書面を添えて、当該代理人によりこの条例の規定

による申請をすることができる。この場合において、第３条

中「認可地縁団体印鑑の登録を受けようとする者（以下「登

録申請者」という。）」とあるのは「認可地縁団体印鑑の登

録を受けようとする者（以下「登録申請者」という。）の代

理人」と、第４条中「登録申請者から」とあるのは「登録申

請者の代理人から」と、第７条第１項及び第８条中「認可地

縁団体印鑑の登録を受けている者」とあるのは「認可地縁団

体印鑑の登録を受けている者の代理人」と読み替えるものと

する。 

第１１条 地方自治法施行規則第１９条第１項第１号トに規定

する代理人を置いている認可地縁団体にあっては、委任の旨

を証する書面を添えて、当該代理人によりこの条例の規定に

よる申請をすることができる。この場合において、第３条中

「認可地縁団体印鑑の登録を受けようとする者（以下「登録

申請者」という。）」とあるのは「認可地縁団体印鑑の登録

を受けようとする者（以下「登録申請者」という。）の代理

人」と、第４条中「登録申請者から」とあるのは「登録申請

者の代理人から」と、第７条第１項及び第８条中「認可地縁

団体印鑑の登録を受けている者」とあるのは「認可地縁団体

印鑑の登録を受けている者の代理人」と読み替えるものとす

る。 

附 則 

 この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 



報告第１０号 

 

   市長の専決処分事項の報告について 

 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例等の一部を改正する条例の制定について

は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のとお

り専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一  



専決第１３号 

 

専 決 処 分 書 

 

市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例等の一部を改正する条例の制定については、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年８月１７日 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例等の一部を改正する条例 

（市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正） 

第１条 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和３年条例第１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４３条の２の８第１項の規定に基づき、市長若しくは委

員会の委員若しくは委員又は職員（同法第２４３条の２の９

第３項の規定による賠償の命令の対象となる者を除く。以下

「市長等」という。）の市に対する損害を賠償する責任の一

部免責に関し、必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４３条の２の７第１項の規定に基づき、市長若しくは委

員会の委員若しくは委員又は職員（同法第２４３条の２の８

第３項の規定による賠償の命令の対象となる者を除く。以下

「市長等」という。）の市に対する損害を賠償する責任の一

部免責に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（損害賠償責任の一部免責） （損害賠償責任の一部免責） 



第２条 市長等の市に対する損害を賠償する責任は、市長等が

職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、賠償

の責任を負う額から、地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１７３条の５第１項第１号に規定する普通地方公

共団体の長等の基準給与年額に、次の各号に掲げる市長等の

区分に応じ、当該各号に定める数を乗じて得た額を控除して

得た額について免れるものとする。 

第２条 市長等の市に対する損害を賠償する責任は、市長等が

職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、賠償

の責任を負う額から、地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１７３条の４第１項第１号に規定する普通地方公

共団体の長等の基準給与年額に、次の各号に掲げる市長等の

区分に応じ、当該各号に定める数を乗じて得た額を控除して

得た額について免れるものとする。 

⑴～⑷ （略） ⑴～⑷ （略） 

（大田原市監査委員に関する条例の一部改正） 

第２条 大田原市監査委員に関する条例（昭和３９年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

（請求及び要求による監査） （請求及び要求による監査） 

第４条 法第７５条第１項及び法第２４２条第１項の規定によ

る監査の請求又は法第９８条第２項、法第１９９条第６項及

び第７項、法第２３５条の２第２項並びに法第２４３条の２

の９第３項の規定による監査の要求があったときは、監査委

員は２０日以内に監査に着手しなければならない。 

第４条 法第７５条第１項及び法第２４２条第１項の規定によ

る監査の請求又は法第９８条第２項、法第１９９条第６項及

び第７項、法第２３５条の２第２項並びに法第２４３条の２

の８第３項の規定による監査の要求があったときは、監査委

員は２０日以内に監査に着手しなければならない。 

（大田原市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 大田原市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成１７年条例第７１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第７条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年 第７条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年



法律第６７号）第２４３条の２の９第８項の規定により、上

下水道事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について

議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償責任に係

る賠償額が５万円以上である場合とする。 

法律第６７号）第２４３条の２の８第８項の規定により、上

下水道事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について

議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償責任に係

る賠償額が５万円以上である場合とする。 

附 則 

 この条例は、令和８年９月２４日から施行する。 



報告第１１号 

 

令和７年度健全化判断比率及び資金不足比率について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項及

び同法第２２条第１項の規定により、令和７年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足

比率について、別冊監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 

記 

 

１ 健全化判断比率 

  ・実質赤字比率        －  （ １２．５０％） 

  ・連結実質赤字比率      －  （ １７．５０％） 

  ・実質公債費比率      ６．６％（ ２５．０％ ） 

  ・将来負担比率      １９．３％（３５０．０％ ） 

 

２ 資金不足比率 

  ・水道事業会計        －  （ ２０．０％ ） 

  ・下水道事業会計       －  （ ２０．０％ ） 

   

 

注１ 「－」は、赤字又は資金不足を生じていないため当該数値については該当なしを表

す。 

注２ （  ）内は、当市の令和７年度決算に係る早期健全化基準又は経営健全化基準を

表す。 



報告第１２号 

 

令和７年度大田原市内部統制評価報告書について 

令和７年度大田原市内部統制評価報告書を別冊のとおり作成したので、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１５０条第６項の規定により、監査委員の意見を付けて議会に

提出する。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 



議案第６５号 

 

大田原市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

 下記の者を大田原市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、議会の同意を求め

る。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 

記 

 

住  所  ○○○○○○○○○ 

氏  名  小 林 朋 子 

生年月日  ○○○○○○○○○ 



議案第６６号 

 

大田原市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

 下記の者を大田原市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、議会の同意を求め

る。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 

記 

 

住  所  ○○○○○○○○○ 

氏  名  渡 邉 英 憲 

生年月日  ○○○○○○○○○ 



議案第６７号 

 

大田原市移動通信用鉄塔施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

大田原市移動通信用鉄塔施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

大田原市移動通信用鉄塔施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

大田原市移動通信用鉄塔施設の設置及び管理に関する条例（平成１９年条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 施設の名称は、大田原市南方鉄塔施設とし、大田原市

南方４７４番４に設置する。 

第２条 施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

（削る） 名称 位置 

大田原市南方第１鉄塔施設 大田原市南方３４番地４ 

大田原市南方第２鉄塔施設 大田原市南方４７４番地４ 
 

附 則 

この条例は、令和８年１２月１日から施行する。 



議案第６８号 

 

大田原市税条例の一部を改正する条例の制定について 

大田原市税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

大田原市税条例の一部を改正する条例 

大田原市税条例（昭和３０年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

（市民税の申告） （市民税の申告） 

第３６条の２ 第２３条第１項第１号に掲げる者は、３月１５

日までに、施行規則第５号の４様式（別表）による申告書を

市長に提出しなければならない。ただし、法第３１７条の６

第１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金

等支払報告書を提出する義務がある者から１月１日現在にお

いて給与又は公的年金等の支払を受けている者で前年中にお

いて給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所

得を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を

有しなかった者で社会保険料控除額（令第４８条の９の７に

規定するものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、生

命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶

第３６条の２ 第２３条第１項第１号に掲げる者は、３月１５

日までに、施行規則第５号の４様式（別表）による申告書を

市長に提出しなければならない。ただし、法第３１７条の６

第１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金

等支払報告書を提出する義務がある者から１月１日現在にお

いて給与又は公的年金等の支払を受けている者で前年中にお

いて給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所

得を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を

有しなかった者で社会保険料控除額（令第４８条の９の７に

規定するものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、生

命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶



者特別控除額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が

９００万円以下であるものに限る。）の法第３１４条の２第

１項第１０号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（ 

前年の合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）で

控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除く。）、法

第３１４条の２第４項に規定する扶養控除額若しくは特定親

族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特

定親族をいう。第３６条の３の２第１項第３号並びに第３６

条の３の３第１項及び第２項第４号において同じ。）（前年

の合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）に係る

ものを除く。）の控除又はこれらと併せて雑損控除額若しく

は医療費控除額の控除、法第３１３条第８項に規定する純損

失の金額の控除、同条第９項に規定する純損失若しくは雑損

失の金額の控除若しくは第３４条の６の規定により控除すべ

き金額（以下この条において「寄附金税額控除額」という。 

）の控除を受けようとするものを除く。以下この条において

「給与所得等以外の所得を有しなかった者」という。）及び

第２４条第２項に規定する者（施行規則第２条の２第１項の

表の上欄の⑵に掲げる者を除く。）については、この限りで

ない。 

者特別控除額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が

９００万円以下であるものに限る。）の法第３１４条の２第

１項第１０号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（ 

前年の合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）で

控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除く。）、法

第３１４条の２第４項に規定する扶養控除額若しくは特定親

族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特

定親族をいう。第３６条の３の２第１項第３号及び第３６条

の３の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が８

５万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）の控

除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控

除、法第３１３条第８項に規定する純損失の金額の控除、同

条第９項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若し

くは第３４条の６の規定により控除すべき金額（以下この条

において「寄附金税額控除額」という。）の控除を受けよう

とするものを除く。以下この条において「給与所得等以外の

所得を有しなかった者」という。）及び第２４条第２項に規

定する者（施行規則第２条の２第１項の表の上欄の⑵に掲げ

る者を除く。）については、この限りでない。 

２～９ （略） ２～９ （略） 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第３６条の３の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同

項に規定する申告書を提出しなければならない者（以下この

条において「給与所得者」という。）で市内に住所を有する

ものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する

第３６条の３の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同

項に規定する申告書を提出しなければならない者（以下この

条において「給与所得者」という。）で市内に住所を有する

ものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する



給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」という 

。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに、施

行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申

告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければ

ならない。 

給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」という 

。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに、施

行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申

告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければ

ならない。 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以

下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（ 

法第３１３条第３項に規定する青色事業専従者に該当する

者で同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第４

項に規定する事業専従者に該当するものを除く。次条第１

項第２号において同じ。）（合計所得金額が１３３万円以

下であるものに限る。次条第１項において同じ。）の氏名 

⑵ 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以

下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（ 

法第３１３条第３項に規定する青色事業専従者に該当する

者で同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第４

項に規定する事業専従者に該当するものを除き、合計所得

金額が１３３万円以下であるものに限る。次条第１項にお

いて同じ。）の氏名 

⑶・⑷ （略） ⑶・⑷ （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定による申告書の提

出の際に経由すべき給与支払者が令第４８条の９の７の２に

おいて準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場

合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出

に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき

事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって施行規則で定める

ものをいう。次条第５項及び第４９条の９第３項において同

じ。）により提供することができる。 

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定による申告書の提

出の際に経由すべき給与支払者が令第４８条の９の７の２に

おいて準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場

合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出

に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき

事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって施行規則で定める

ものをいう。次条第４項及び第４９条の９第３項において同

じ。）により提供することができる。 

６ （略） ６ （略） 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 



第３６条の３の３ 次に掲げる者（以下この条において「公的

年金等受給者」という。）は、公的年金等支払者（所得税法

第２０３条の６第１項に規定する申告書の提出の際に経由す

べき同項に規定する公的年金等（以下この項において「公的

年金等」という。）の支払者をいう。以下この条において同

じ。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日ま

でに、施行規則で定めるところにより、次項各号に掲げる事

項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、

市長に提出しなければならない。 

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければならない者又は法

の施行地において同項に規定する公的年金等（所得税法第２

０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項に

おいて「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって 

、特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００

万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶

者（退職手当等（第４９条の２に規定する退職手当等に限る 

。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者であっ

て、合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をい

う。第２号において同じ。）又は扶養親族（年齢１６歳未満

の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等に係る所得を

有する者に限る。）若しくは特定親族（退職手当等に係る所

得を有する者であって、合計所得金額が８５万円以下である

ものに限る。）を有する者（以下この条において「公的年金

等受給者」という。）で市内に住所を有するものは、当該申

告書の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１項

に規定する公的年金等の支払者（以下この条において「公的

年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金等の支払

を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、

次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者

を経由して、市長に提出しなければならない。 

⑴ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定

する申告書を提出しなければならない者 

⑴ 当該公的年金等支払者の名称 

 

⑵ 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の ⑵ 特定配偶者の氏名 



７の規定の適用を受けるものを除く。）の支払を受ける第

２３条第１項第１号に掲げる者であって、特定配偶者（所

得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下である

ものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所得

金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。次号及

び次項第３号において同じ。）（退職手当等（第４９条の

２に規定する退職手当等に限る。以下この号において同じ 

。）に係る所得を有する者に限る。）又は扶養親族（年齢

１６歳未満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等

に係る所得を有する者に限る。）若しくは特定親族（退職

手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８

５万円以下であるものに限る。）を有する者 

 

 

 

 

⑶ 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の

７の規定の適用を受けるものに限る。）の支払を受ける第

２３条第１項第１号に掲げる者（当該年中に支払を受ける

べき当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等の

支払を受けるべき日の前日の現況において令第４８条の９

の７の３に定める金額に満たない者を除く。）であって、

障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特定配偶

者若しくは扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶

養親族に限る。）若しくは特定親族（合計所得金額が８５

万円以下であるものに限る。）を有する者 

⑶ 扶養親族又は特定親族の氏名 

（削る） ⑷ その他施行規則で定める事項 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項と

する。 

(新設) 

⑴ 公的年金等支払者の名称  



⑵ 公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に

規定する特別障害者又はその他の障害者に該当する場合に

はその旨及びその該当する事実並びに寡婦又はひとり親に

該当する場合にはその旨 

 

⑶ 特定配偶者の氏名  

⑷ 扶養親族又は特定親族の氏名  

⑸ その他施行規則で定める事項  

３ 第１項又は法第３１７条の３の３第１項の規定による申告

書を公的年金等支払者を経由して提出する場合において、当

該申告書に記載すべき事項がその年の前年において当該公的

年金等支払者を経由して提出した第１項又は同条第１項の規

定による申告書に記載した事項と異動がないときは、公的年

金等受給者は、当該公的年金等支払者が所得税法第２０３条

の６第２項に規定する国税庁長官の承認を受けている場合に

限り、施行規則で定めるところにより、第１項又は法第３１

７条の３の３第１項の規定により記載すべき事項に代えて当

該異動がない旨を記載した第１項又は同条第１項の規定によ

る申告書を提出することができる。 

２ 前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書

を公的年金等支払者を経由して提出する場合において、当該

申告書に記載すべき事項がその年の前年において当該公的年

金等支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の３の

３第１項の規定による申告書に記載した事項と異動がないと

きは、公的年金等受給者は、当該公的年金等支払者が所得税

法第２０３条の６第２項に規定する国税庁長官の承認を受け

ている場合に限り、施行規則で定めるところにより、前項又

は法第３１７条の３の３第１項の規定により記載すべき事項

に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条 

の３の３第１項の規定による申告書を提出することができる。 

４ （略） ３ （略） 

５ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の

際に経由すべき公的年金等支払者が令第４８条の９の８にお

いて準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合

には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出に

代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記載す

べき事項を電磁的方法により提供することができる。 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の

際に経由すべき公的年金等支払者が令第４８条の９の７の３

において準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす

場合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提

出に代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記

載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。 

６ 前項の規定の適用がある場合における第４項の規定の適用 ５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用



については、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載

すべき事項を」と、「公的年金等支払者に受理されたとき」

とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」と、「 

受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

については、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載

すべき事項を」と、「公的年金等支払者に受理されたとき」

とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」と、「 

受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付） 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業所を有す

る法人（以下この条において「内国法人」という。）が、租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第６６条の７第４

項及び第１０項の規定の適用を受ける場合には、法第３２１

条の８第３６項及び令第４８条の１２の２に規定するところ

により、控除すべき額を前項の規定により申告納付すべき法

人税割額から控除する。 

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業所を有す

る法人（以下この条において「内国法人」という。）が、租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第６６条の７第４

項及び第１０項の規定の適用を受ける場合には、法第３２１

条の８第３６項及び令第４８条の１２の２に規定するところ

により、控除すべき額を前項の規定により申告納付すべき法

人税割額から控除する。 

３～１６ （略） ３～１６ （略） 

（固定資産税の免税点） （固定資産税の免税点） 

第５９条 同一の者についてその者の所有に係る土地、家屋又

は償却資産に対して課する固定資産税の課税標準となるべき

額が土地又は家屋にあっては３０万円、家屋にあっては２０

万円、償却資産にあっては１８０万円に満たない場合におい

ては、固定資産税を課さない。 

第５９条 同一の者についてその者の所有に係る土地、家屋又

は償却資産に対して課する固定資産税の課税標準となるべき

額が土地又は家屋にあっては３０万円、家屋にあっては２０

万円、償却資産にあっては１５０万円に満たない場合におい

ては、固定資産税を課さない。 

附 則 附 則 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の

特例） 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の

特例） 

第６条 平成３０年度以後の各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第４条の５第３項の規定に該当する場合における第３

４条の２の規定による控除については、その者の選択により 

第６条 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の

市民税に限り、法附則第４条の５第３項の規定に該当する場

合における第３４条の２の規定による控除については、その



、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項（第２号を

除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４

条の５第３項の規定により読み替えて適用される法第３１４

条の２第１項（第２号に係る部分に限る。）」として、同条

の規定を適用することができる。 

者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第

１項（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並

びに法附則第４条の５第３項の規定により読み替えて適用さ

れる法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分に限る。） 

」として、同条の規定を適用することができる。 

（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） （個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

第７条の３ 平成２２年度から令和２５年度までの各年度分の

個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税

につき租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号。以下「租

税特別措置法」という。）第４１条又は第４１条の２の２の

規定の適用を受けた場合（同法第４１条第１項に規定する居

住年が平成２１年から令和１２年までの各年である場合に限

る。）には、法附則第５条の４第５項（同条第７項の規定に

より読み替えて適用される場合を含む。）に規定するところ

により控除すべき額を、当該納税義務者の第３４条の３及び

第３４条の５の規定を適用した場合の所得割の額から控除す

る。 

第７条の３ 平成２２年度から令和２０年度までの各年度分の

個人の市民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税

につき租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号。以下「租

税特別措置法」という。）第４１条又は第４１条の２の２の

規定の適用を受けた場合（同法第４１条第１項に規定する居

住年が平成２１年から令和７年までの各年である場合に限る 

。）には、法附則第５条の４第５項（同条第７項の規定によ

り読み替えて適用される場合を含む。）に規定するところに

より控除すべき額を、当該納税義務者の第３４条の３及び第 

３４条の５の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ （略） ２ （略） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ （略） 第１０条の２ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 法附則第１５条第２４項第１号イに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

３ 法附則第１５条第２５項第１号イに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とす

る。 

４ 法附則第１５条第２４項第１号ロに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１とす

４ 法附則第１５条第２５項第１号ロに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とす



る。 る。 

５ 法附則第１５条第２４項第１号ハに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１とす

る。 

５ 法附則第１５条第２５項第１号ハに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

６ 法附則第１５条第２４項第１号ニに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１とす

る。 

６ 法附則第１５条第２５項第１号ニに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

（削る） ７ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同

号に規定する市町村の条例で定める割合は、１４分の１１と

する。 

７ 法附則第１５条第２４項第３号イに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

８ 法附則第１５条第２５項第３号イに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とす

る。 

８ 法附則第１５条第２４項第３号ロに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

９ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は、１２分の７と

する。 

９ 法附則第１５条第２４項第４号に規定する設備について同

号に規定する市町村の条例で定める割合は、１２分の７とす

る。 

１０ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、１２分の７

とする。 

（削る） １１ 法附則第１５条第２５項第４号イに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１と

する。 

（削る） １２ 法附則第１５条第２５項第４号ロに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１と

する。 

（削る） １３ 法附則第１５条第２５項第４号ハに規定する設備につい



て同号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１と

する。 

１０ 法附則第１５条第２７項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第２８項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第３１項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

１５ 法附則第１５条第３２項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第３５項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

１６ 法附則第１５条第３６項に規定する市町村の条例で定め

る割合は、３分の２とする。 

１３・１４ （略） １７・１８ （略） 

１５ 法附則第１５条の１１第１項に規定する市町村の条例で

定める割合は、３分の１とする。 

(新設) 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第３６条の２、第３６条の３の２及び第３６条の３の３の改正規定並びに附則第６条及び第７条の３の改正規定並びに次

条の規定 令和９年１月１日 

⑵ 第５９条の改正規定及び附則第３条第２項の規定 令和９年４月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の大田原市税条例（以下「新条例」という。）第３６条の３の３第１項及び第２項の規定は、前

条第１号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき公的年金等について提出する新条例第３６条の３の３第１項の規定

による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について提出したこの条例による改正前の大田原市税条

例第３６条の３の３第１項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

２ 前条第１号に掲げる規定による新条例附則第７条の３第１項及び第２項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和８年

１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第１２号。以下この項において「所得税法等改正法」という 

。）第７条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第

１６項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第１６項に規定する特例居住用家屋を含む。）若しく



は既存住宅（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第１７項に規定する特例既存住宅及

び同条第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）

若しくは増改築等をした家屋（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第１７

項に規定する特例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又は当該特例増改築等に係る部分に限る。）又は同条第６項に規

定する認定住宅等（同条第１８項の規定により同条第６項に規定する認定住宅等とみなされる同条第１８項に規定する特例認

定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合について適用し、市民税の所得割の納

税義務者が同日前に所得税法等改正法第７条の規定による改正前の租税特別措置法第４１条第１項に規定する居住用家屋（同

条第２０項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第２０項に規定する特例居住用家屋を含む。）若

しくは既存住宅（同条第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修

住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）又は同条第１０項に規定する認定住宅等（ 

同条第２１項の規定により同条第１０項に規定する認定住宅等とみなされる同条第２１項に規定する特例認定住宅等を含む。 

）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和８年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用し、令和７年度分までの固定資産税については、なお、従前の例による。 

２ 新条例第５９条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和８年度分までの固定資産税について

は、なお従前の例による。 



議案第６９号 

 

大田原市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について 

大田原市都市計画税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

大田原市都市計画税条例の一部を改正する条例 

大田原市都市計画税条例（昭和３８年条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

附 則 附 則 

１ （略） １ （略） 

（法附則第１５条第３１項の条例で定める割合） （法附則第１５条第３２項の条例で定める割合） 

２ 法附則第１５条第３１項に規定する市町村の条例で定める

割合は、３分の２とする。 

２ 法附則第１５条第３２項に規定する市町村の条例で定める

割合は、３分の２とする。 

（法附則第１５条第３５項の条例で定める割合） （法附則第１５条第３６項の条例で定める割合） 

３ 法附則第１５条第３５項に規定する市町村の条例で定める

割合は、３分の２とする。 

３ 法附則第１５条第３６項に規定する市町村の条例で定める

割合は、３分の２とする。 

（法附則第１５条の１１第１項の条例で定める割合） (新設) 

４ 法附則第１５条の１１第１項に規定する市町村の条例で定

める割合は、３分の１とする。 

 

５～１５ （略） ４～１４ （略） 

附 則 



（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による規定は、令和８年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和７年度分までの都市計画税については、

なお、従前の例による。 



議案第７０号 

 

大田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

大田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

大田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

大田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（ 

以下「居宅訪問型保育事業者」という。）を除く。以下この

条、次条第１項、第１４条第１項及び第２項、第１５条第１

項、第２項及び第５項、第１６条並びに第１７条第１項から

第３項までにおいて同じ。）は、利用乳幼児に対する保育が

適正かつ確実に行われ、及び家庭的保育事業者等による保育

の提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教

育基本法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１項に規定

する法律に定める学校において行われる教育をいう。以下こ

の条において同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、

次に掲げる事項（法第６条の３第１０項第３号に掲げる事業

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（ 

以下「居宅訪問型保育事業者」という。）を除く。以下この

条、次条第１項、第１４条第１項及び第２項、第１５条第１

項、第２項及び第５項、第１６条並びに第１７条第１項から

第３項までにおいて同じ。）は、利用乳幼児に対する保育が

適正かつ確実に行われ、及び家庭的保育事業者等による保育

の提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教

育基本法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１項に規定

する法律に定める学校において行われる教育をいう。以下こ

の条において同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、

次に掲げる事項（法第６条の３第１０項第３号に掲げる事業



（以下「満３歳以上限定小規模保育事業」という。）を行う

事業者（以下「満３歳以上限定小規模保育事業者」という。 

）にあっては、第１号及び第２号に掲げる事項）に係る連携

協力を行う保育所（子ども・子育て支援法（平成２４年法律

第６５号）第７条第４項に規定する保育所をいう。以下同じ 

。）、幼稚園（同項に規定する幼稚園をいう。以下同じ。）

又は認定こども園（同項に規定する認定こども園をいう。以

下同じ。）（以下「連携施設」という。）を適切に確保しな

ければならない。ただし、連携施設の確保が著しく困難であ

ると市長が認める地域において家庭的保育事業等（居宅訪問

型保育事業を除く。第１６条第２項第３号において同じ。）

を行う家庭的保育事業者等については、この限りでない。 

（以下「満３歳以上限定小規模保育事業」という。）を行う

事業者（以下「満３歳以上限定小規模保育事業者」という。 

）にあっては、第１行及び第２号に掲げる事項）に係る連携

協力を行う保育所（子ども・子育て支援法（平成２４年法律

第６５号）第７条第４項に規定する保育所をいう。以下同じ 

。）、幼稚園（同項に規定する幼稚園をいう。以下同じ。）

又は認定こども園（同項に規定する認定こども園をいう。以

下同じ。）（以下「連携施設」という。）を適切に確保しな

ければならない。ただし、連携施設の確保が著しく困難であ

ると市長が認める地域において家庭的保育事業等（居宅訪問

型保育事業を除く。第１６条第２項第３号において同じ。）

を行う家庭的保育事業者等については、この限りでない。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 当該家庭的保育事業者等（満３歳以上限定小規模保育事

業者を除く。第６項及び第７項において同じ。）により保

育の提供を受けていた利用乳幼児（事業所内保育事業（法

第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業をいう。

以下同じ。）の利用乳幼児にあっては、第４２条に規定す

るその他の乳児又は幼児に限る。以下この号及び第６項第

１号において同じ。）を、当該保育の提供の終了に際して 

、当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き

当該連携施設において受け入れて教育又は保育を提供する

こと。 

⑶ 当該家庭的保育事業者等（満３歳以上限定小規模保育事

業者を除く。第６項及び第７項において同じ。）により保

育の提供を受けていた利用乳幼児（事業所内保育事業の利

用乳幼児にあっては、第４２条に規定するその他の乳児又

は幼児に限る。以下この号及び第６項第１号において同じ 

。）を、当該保育の提供の終了に際して、当該利用乳幼児

に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設にお

いて受け入れて教育又は保育を提供すること。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において、

家庭的保育事業者等は、法第５９条第１項に規定する施設の

７ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において、

家庭的保育事業者等は、法第５９条第１項に規定する施設の



うち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る 

。）又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所であっ

て、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に 

係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

うち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る 

。）又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所であっ

て、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に 

係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

（児童対象性暴力等の防止） （新設） 

第１３条 家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項に

おいて準用する法第２１条の５の１８第４項の規定により、

児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者

による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律

（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象

性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、及

び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保

護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業

務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環

境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪

事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう 

。）その他の必要な措置を講じなければならない。 

第１３条 削除 

（家庭的保育事業所等内部の規程） （家庭的保育事業所等内部の規程） 

第１８条 家庭的保育事業者等は、次に掲げる事業の運営につ 

いての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

第１８条 家庭的保育事業者等は、次に掲げる事業の運営につ 

いての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略） 

⑹ 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員（満３歳以上限定小 

規模保育事業者にあっては、満３歳以上の幼児の利用定員） 

⑹ 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員（満３歳以上限定小 

規模保育事業者にあっては、満３歳以上の幼児の利用定員） 

⑺～⑾ （略） ⑺～⑾ （略） 

第２７条 小規模保育事業は、小規模保育事業Ａ型、小規模保 第２７条 小規模保育事業は、小規模保育事業Ａ型、小規模保



育事業Ｂ型（満３歳以上限定小規模保育事業を除く。）及び

小規模保育事業Ｃ型（満３歳以上限定小規模保育事業を除く 

。）とする。 

育事業Ｂ型（満３歳以上限定小規模保育事業を除く。）及び

小規模保育事業Ｃ型（満３歳以上限定小規模保育事業を除く 

。）とする。 

（職員） （職員） 

第２９条 （略） 第２９条 （略） 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める数の合計数に１を加えた数以上とする。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める数の合計数に１を加えた数以上とする。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０

項第２号又は第３号の規定に基づき受け入れる場合に限る 

。次号において同じ。） おおむね１５人につき１人 

⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第６条の３第１０

項第２号又は第３号の規定に基づき受け入れる場合に限る 

。次号において同じ。） おおむね１５人につき１人 

⑷ （略） ⑷ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規

模保育事業所Ａ型に勤務する保健師、看護師又は准看護師（ 

以下「看護師等」という。）を、１人に限り、保育士とみな

すことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規

模保育事業所Ａ型に勤務する保健師、看護師又は准看護師（ 

以下「看護師等」という。）を、１人に限り、保育士とみな

すことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小

規模保育事業所Ａ型に勤務する理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士、心理担当職員（学校教育法（昭和２２年法律第２

６号）の規定による大学（短期大学を除く。）若しくは大学

院において、心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに

相当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心

理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有す

ると認められる者をいう。）又は障害児の療育に関する知識

及び経験を有する者であって、障害児の療育の指導を行う業

務に５年以上従事した経験を有するもののいずれかに該当し 

（新設） 



、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下「特

定理学療法士等」という。）を、１人に限り、保育士とみな

すことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行

うに当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（附則

第７条又は第８条の規定により保育士とみなされる者を除く 

。次項において同じ。）による支援を受けることができる体

制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいず

れもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当

たって、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（前項ただし書

の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受け

ることができる体制を確保しなければならない。 

（新設） 

（職員） （職員） 

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規

模保育事業所Ｂ型に勤務する看護師等を、１人に限り、保育

士とみなすことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規

模保育事業所Ｂ型に勤務する保健師、看護師又は准看護師を 

、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小

規模保育事業所Ｂ型に勤務する特定理学療法士等を、１人に

限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学

療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模保育事業所

Ｂ型の保育士による支援を受けることができる体制を確保し

なければならない。 

（新設） 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいず

れもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当

（新設） 



たって、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（前項ただし書

の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受け

ることができる体制を確保しなければならない。 

（利用定員） （利用定員） 

第３５条 小規模保育事業所Ｃ型は、法第６条の３第１０項第

１号の規定にかかわらず、その利用定員を６人以上１０人以

下とする。 

第３５条 小規模保育事業所Ｃ型は、法第６条の３第１０項の

規定にかかわらず、その利用定員を６人以上１０人以下とす

る。 

（保育所型事業所内保育事業所の職員） （保育所型事業所内保育事業所の職員） 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育

所型事業所内保育事業所に勤務する看護師等を１人に限り、

保育士とみなすことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育

所型事業所内保育事業所に勤務する保健師、看護師又は准看

護師を１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保

育所型事業所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、

１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特

定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該保育所型事

業所内保育事業所の保育士（附則第７条又は第８条の規定に

より保育士とみなされる者を除く。次項において同じ。）に

よる支援を受けることができる体制を確保しなければならな

い。 

（新設） 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいず

れもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当

たって、当該保育所型事業所内保育事業所の保育士（前項た

だし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援

を受けることができる体制を確保しなければならない。 

（新設） 



（小規模型事業所内保育事業所の職員） （小規模型事業所内保育事業所の職員） 

第４７条 （略） 第４７条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規

模型事業所内保育事業所に勤務する看護師等を、１人に限り 

、保育士とみなすことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規

模型事業所内保育事業所に勤務する保健師、看護師又は准看

護師を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小

規模型事業所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、

１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特

定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模型事

業所内保育事業所の保育士による支援を受けることができる

体制を確保しなければならない。 

（新設） 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいず

れもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当

たって、当該小規模型事業所内保育事業所の保育士（前項た

だし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援

を受けることができる体制を確保しなければならない。 

（新設） 

附 則 附 則 

（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置） 

第３条 家庭的保育事業者等（満３歳以上限定小規模保育事業

者及び特例保育所型事業所内保育事業者を除く。）は、連携

施設の確保が著しく困難であって、子ども・子育て支援法第

５９条第４号に規定する事業による支援その他の必要な適切

な支援を行うことができると市が認める場合は、第６条第１

項の規定にかかわらず、施行日から令和１２年３月３１日ま

での間、連携施設の確保をしないことができる。 

第３条 家庭的保育事業者等（満３歳以上限定小規模保育事業

者及び特例保育所型事業所内保育事業者を除く。）は、連携

施設の確保が著しく困難であって、子ども・子育て支援法第

５９条第４号に規定する事業による支援その他の必要な適切

な支援を行うことができると市が認める場合は、第６条第１

項の規定にかかわらず、施行日から令和１２年３月３１日ま

での間、連携施設の確保をしないことができる。 



（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の

職員配置に係る特例） 

（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の

職員配置に係る特例） 

第６条 保育の需要に応ずるに足りる保育所、認定こども園（ 

子ども・子育て支援法第２７条第１項の確認を受けたものに

限る。）又は家庭的保育事業等（満３歳以上限定小規模保育

事業を除く。）が不足していることに鑑み、当分の間、第２

９条第２項各号又は第４４条第２項各号に定める数の合計数

が１となるときは、第２９条第２項又は第４４条第２項に規

定する保育士の数は１人以上とすることができる。ただし、

配置される保育士の数が１人となるときは、当該保育士に加

えて、保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が認める

者を置かなければならない。 

第６条 保育の需要に応ずるに足りる保育所、認定こども園（ 

子ども・子育て支援法第２７条第１項の確認を受けたものに

限る。）又は家庭的保育事業等（満３歳以上限定小規模保育

事業を除く。）が不足していることに鑑み、当分の間、第２

９条第２項各号又は第４４条第２項各号に定める数の合計数

が１となるときは、第２９条第２項又は第４４条第２項に規

定する保育士の数は１人以上とすることができる。ただし、

配置される保育士の数が１人となるときは、当該保育士に加

えて、保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が認める

者を置かなければならない。 

第９条 前２条の規定を適用するときは、保育士（法第１８条

の１８第１項の登録を受けた者をいい、第２９条第３項若し

くは第４項若しくは第４４条第３項若しくは第４項又は前２

条の規定により保育士とみなされる者を除く。）を、保育士

の数（前２条の規定の適用がないものとした場合の第２９条

第２項又は第４４条第２項により算定される保育士の数の３

分の２以上、置かなければならない。 

第９条 前２条の規定を適用するときは、保育士（法第１８条

の１８第１項の登録を受けた者をいい、第２９条第３項若し

くは第４項若しくは第４４条第３項若しくは第４項又は前２

条の規定により保育士とみなされる者を除く。）を、保育士

の数（前２条の規定の適用がないとした場合の第２９条第２

項又は第４４条第２項により算定されるものをいう。）の３

分の２以上、置かなければならない。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１３条の改正規定は、令和８年１２月２５日から施行する。 



議案第７１号 

 

大田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定に 

ついて 

大田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり制

定する。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

大田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

大田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第２７号）の一部を

次のように改正する。 

次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

目次 目次 

第３章 特定地域型保育事業の運営に関する基準 第３章 特定地域型保育事業の運営に関する基準 

第１節・第２節 （略） 第１節・第２節 （略） 

第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条－

第５２条） 

第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条・

第５２条） 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略） 

⑹ 満３歳未満等小規模保育事業 児童福祉法第６条の３第 ⑹ 小規模保育事業 児童福祉法第６条の３第１０項に規定



１０項に規定する小規模保育事業（同項第３号に掲げる事

業を除く。）をいう。 

する小規模保育事業（同項第３号に掲げる事業を除く。）

をいう。 

⑹の２ 満３歳以上限定小規模保育事業 児童福祉法第６条

の３第１０項に規定する小規模保育事業（同項第３号に掲

げる事業に限る。）をいう。 

(新設) 

⑺～⑾ （略） ⑺～⑾ （略） 

⑾の２ 教育認定子ども 法第２７条第１項に規定する教育

認定子どもをいう。 

(新設) 

⑾の３ 満３歳以上保育認定子ども 法第２７条第１項に規

定する満３歳以上保育認定子どもをいう。 

(新設) 

⑾の４ 保育認定子ども 法第２９条第２項に規定する保育

認定子どもをいう。 

(新設) 

⑿～(29) （略） ⑿～(29) （略） 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以

下この項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第１９

条第１号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保

育施設を現に利用している教育認定子どもの総数が、当該特

定教育・保育施設の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員の総数を超える場合においては、抽選、申込

みを受けた順序により決定する方法、当該特定教育・保育施

設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針等に基づく

選考その他公正な方法により選考しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以

下この項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第１９

条第１号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保

育施設を現に利用している同号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、当該特定教

育・保育施設の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数を超える場合においては、抽選、申込みを

受けた順序により決定する方法、当該特定教育・保育施設の

設置者の教育・保育に関する理念、基本方針等に基づく選考

その他公正な方法により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以 ３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以



下この項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第１９

条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特

定教育・保育施設を現に利用している満３歳以上保育認定子

ども又は満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認

定子どもを除く。）の総数が、当該特定教育・保育施設の同

条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数を超える場合においては、法第２０条第４

項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる教

育・保育給付認定子どもが優先的に利用できるよう、選考す

るものとする。 

下この項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第１９

条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特

定教育・保育施設を現に利用している同条第２号又は第３号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同条第２号又は

第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては、教育・保育給付認定に基づき 

、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受け

る必要性が高いと認められる教育・保育給付認定子どもが優

先的に利用できるよう、選考するものとする。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以

下この項において同じ。）は、保育認定子どもに係る当該特

定教育・保育施設の利用について児童福祉法第２４条第３項

（同法附則第７３条第１項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。第４０条第２項及び第４２条第４項第１号にお

いて同じ。）の規定により市町村が行う調整及び要請に対し 

、できる限り協力しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以

下この項において同じ。）は、法第１９条第２号又は第３号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに係る当該特定教育・保育施設の利用について児童福

祉法第２４条第３項（同法附則第７３条第１項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。第４０条第２項及び第４２

条第４項第１号において同じ。）の規定により市町村が行う

調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、 ４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、



特定教育・保育において提供される便宜に要する費用のうち 

、次に掲げる費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者か

ら受けることができる。 

特定教育・保育において提供される便宜に要する費用のうち 

、次に掲げる費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者か

ら受けることができる。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 ⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育

給付認定子どものうち、その教育・保育給付認定保護者

及び当該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属す

る者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞれ（ア）又

は（イ）に定める金額未満であるものに対する副食の提

供 

ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育

給付認定子どものうち、その教育・保育給付認定保護者

及び当該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属す

る者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞれ（ア）又

は（イ）に定める金額未満であるものに対する副食の提

供 

（ア） 教育認定子ども ７７，１０１円 （ア） 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども ７７，１０１

円 

（イ） 満３歳以上保育認定子ども（特定満３歳以上保

育認定子どもを除く。イ（イ）において同じ。） ５

７，７００円（令第４条第２項第６号に規定する特定

教育・保育給付認定保護者にあっては、７７，１０１

円） 

（イ） 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以

上保育認定子どもを除く。イ（イ）において同じ。） 

 ５７，７００円（令第４条第２項第６号に規定する

特定教育・保育給付認定保護者にあっては、７７，１

０１円） 

イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育

給付認定子どものうち、負担額算定基準子ども又は小学

校第３学年修了前子ども（小学校、義務教育学校の前期

課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から第３学年

までに在籍する子どもをいう。以下このイにおいて同じ 

。）が同一の世帯に３人以上いる場合にそれぞれ（ア）

イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育

給付認定子どものうち、負担額算定基準子ども又は小学

校第３学年修了前子ども（小学校、義務教育学校の前期

課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から第３学年

までに在籍する子どもをいう。以下このイにおいて同じ 

。）が同一の世帯に３人以上いる場合にそれぞれ（ア）



又は（イ）に定める者に該当するものに対する副食の提

供（アに該当するものを除く。） 

又は（イ）に定める者に該当するものに対する副食の提

供（アに該当するものを除く。） 

（ア） 教育認定子ども 負担額算定基準子ども又は小

学校第３学年修了前子ども（そのうち最年長者及び２

番目の年長者である者を除く。）である者 

（ア） 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども 負担額算定基

準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（そのうち

最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）であ

る者 

（イ） 満３歳以上保育認定子ども 負担額算定基準子

ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者

を除く。）である者 

（イ） 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども 負担額算定基

準子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者であ

る者を除く。）である者 

ウ （略） ウ （略） 

⑷・⑸ （略） ⑷・⑸ （略） 

５・６ （略） ５・６ （略） 

 （虐待等の禁止）  （虐待等の禁止） 

第２５条 特定教育・保育施設の職員は、教育・保育給付認定

子どもに対し、児童福祉法第３３条の１０第１項各号（幼保

連携型認定こども園である特定教育・保育施設の職員にあっ

ては、認定こども園法第２７条の２第１項各号、学校教育法

第１条に規定する幼稚園である特定教育・保育施設の職員に

あっては、同法第２８条第２項において準用する認定こども

園法第２７条の２第１項各号）に掲げる行為その他当該教育 

・保育給付認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をし

てはならない。 

第２５条 特定教育・保育施設の職員は、教育・保育給付認定

子どもに対し、児童福祉法第３３条の１０第１項各号（幼保

連携型認定こども園である特定教育・保育施設の職員にあっ

ては、認定こども園法第２７条の２第１項各号、学校教育法

第１条に規定する幼稚園である特定教育・保育施設の職員に

あっては、同法第２８条第２項において準用する認定こども

園法第２７条の２第１項各号）に掲げる行為その他当該教育 

・保育給付認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をし

てはならない。 

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準） 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条に 第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条に



おいて同じ。）が教育認定子どもに対し特別利用保育を提供

する場合には、法第３４条第１項第３号に規定する基準を遵

守しなければならない。 

おいて同じ。）が法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用保

育を提供する場合には、法第３４条第１項第３号に規定する

基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保育を

提供する場合には、当該特別利用保育に係る教育認定子ども

及び当該特定教育・保育施設を現に利用している満３歳以上

保育認定子どもの総数が、第４条第２項第３号の規定により

定められた法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

係る利用定員の総数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保育を

提供する場合には、当該特別利用保育に係る法第１９条第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用している同

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの総数が、第４条第２項第３号の規定により

定められた法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

係る利用定員の総数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育

を提供する場合には、特定教育・保育には特別利用保育を、

施設型給付費には特例施設型給付費（法第２８条第１項の特

例施設型給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、そ

れぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７条第２

項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条

第２項中「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に

限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育 

・保育施設（特別利用保育を提供している施設に限る。以下

この項において同じ。）」と、「教育認定子ども」とあるの

は「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」と、「 

同号」とあるのは「同条第２号」と、第１３条第２項中「法

第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条

第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育

を提供する場合には、特定教育・保育には特別利用保育を、

施設型給付費には特例施設型給付費（法第２８条第１項の特

例施設型給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、そ

れぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７条第２

項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条

第２項中「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に

限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育 

・保育施設（特別利用保育を提供している施設に限る。以下

この項において同じ。）」と、「同号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「 

同号又は同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」と、第１３条第２項中「法第２

７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２



用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育認定子ども 

」とあるのは「教育認定子ども（特別利用保育を受ける者を

除く。）」と、同号イ（イ）中「満３歳以上保育認定子ども 

」とあるのは「満３歳以上保育認定子ども（特別利用保育を

受ける者を含む。）」とする。 

項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の

額」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定

子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用

保育を受ける者を除く。）」と、同号イ（イ）中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども

（特別利用保育を受ける者を含む。）」とする。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条に

おいて同じ。）が満３歳以上保育認定子どもに対し、特別利

用教育を提供する場合には、法第３４条第１項第２号に規定

する基準を遵守しなければならない。 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条に

おいて同じ。）が法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し、特別利用

教育を提供する場合には、法第３４条第１項第２号に規定す

る基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教育を

提供する場合には、当該特別利用教育に係る満３歳以上保育

認定子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用している

教育認定子どもの総数が、第４条第２項第２号の規定により

定められた法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに

係る利用定員の総数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教育を

提供する場合には、当該特別利用教育に係る法第１９条第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用している同

条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの総数が、第４条第２項第２号の規定により

定められた法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに

係る利用定員の総数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育

を提供する場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、

施設型給付費には特例施設型給付費を、それぞれ含むものと

して、前節（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規

定を適用する。この場合において、第６条第２項中「特定教

育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育

を提供する場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、

施設型給付費には特例施設型給付費を、それぞれ含むものと

して、前節（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規

定を適用する。この場合において、第６条第２項中「特定教

育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項



において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別

利用教育を提供している施設に限る。以下この項において同

じ。）」と、「利用の申込みに係る法第１９条第１号に掲げ

る小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法

第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども」と、「教育認

定子どもの総数」とあるのは「教育認定子ども又は満３歳以

上保育認定子どもの総数」と、「同号に掲げる小学校就学前

子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるのは「同条第１

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数 

」と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる

額」とあるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号

イ（ア）中「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども

（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中

「満３歳以上保育認定子ども」とあるのは「満３歳以上保育

認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別

利用教育を提供している施設に限る。以下この項において同

じ。）」と、「利用の申込みに係る法第１９条第１号に掲げ

る小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法

第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「同条第１号又は第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」と、「同

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数 

」とあるのは「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区

分に係る利用定員の総数」と、第１３条第２項中「法第２７

条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項

第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額 

」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教

育を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（ 

特別利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

第３７条 （略） 第３７条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者

（満３歳以上限定小規模保育事業を行う者をいう。以下同じ 

。）を除く。）は、次の各号に掲げる地域型保育事業の区分

に応じ、当該地域型保育事業を行う事業所ごとに、当該各号

に定める利用定員を、満１歳に満たない小学校就学前子ども

と満１歳以上の小学校就学前子どもとに区分して定めるもの

とする。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類及び当該

特定地域型保育の種類に係る特定地域型保育事業を行う事業

所（以下「特定地域型保育事業所」という。）ごとに、法第

１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員（ 

事業所内保育事業を行う事業所にあっては、基準条例第４２

条の規定により、その雇用する労働者の監護する小学校就学

前子どもを保育するため当該事業所内保育事業を自ら施設を



設置して行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該事

業所内保育事業が、事業主団体に係るものにあっては事業主

団体の構成員である事業主の雇用する労働者の監護する小学

校就学前子どもとし、共済組合等（児童福祉法第６条の３第

１２項第１号ハに規定する共済組合等をいう。）に係るもの

にあっては共済組合等の構成員（同号ハに規定する共済組合

等の構成員をいう。）の監護する小学校就学前子どもとする 

。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定める法第１９

条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする 

。）を、満１歳に満たない小学校就学前子どもと満１歳以上

の小学校就学前子どもに区分して定めるものとする。 

⑴ 家庭的保育事業、満３歳未満等小規模保育事業及び居宅

訪問型保育事業 法第１９条第３号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員 

（新設） 

⑵ 事業所内保育事業 法第４３条第３項に規定する労働者

等監護満３歳未満小学校就学前子どもに係る利用定員及び

その他の法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに

係る利用定員 

（新設） 

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者

に限る。）は、満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所

ごとに、法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに係

る利用定員を定めるものとする。 

（新設） 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３９条 （略） 第３９条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者

を除く。）は、利用の申込みに係る法第１９条第３号に掲げ

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者

を除く。）は、利用の申込みに係る法第１９条第３号に掲げ



る小学校就学前子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用

している満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認

定子どもを除く。以下この章（第４３条第１項を除く。）に

おいて同じ。）の総数が、当該特定地域型保育事業所の同号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を

超える場合においては、法第２０条第４項の規定による認定

に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保

育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子

どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。 

る小学校就学前子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用

している満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認

定子どもを除く。以下この章（第４３条第１項を除く。）に

おいて同じ。）の総数が、当該特定地域型保育事業所の同号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を

超える場合においては、教育・保育給付認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要

性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に

利用できるよう、選考するものとする。 

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者

に限る。）は、利用の申込みに係る法第１９条第２号に掲げ

る小学校就学前子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用

している満３歳以上保育認定子どもの総数が、当該特定地域

型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数を超える場合においては、法第２０条第４

項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満

３歳以上保育認定子どもが優先的に利用できるよう、選考す

るものとする。 

(新設) 

４ 前２項に規定する場合においては、特定地域型保育事業者

は、前２項に規定する選考の方法をあらかじめ教育・保育給 

付認定保護者に明示した上で、当該選考を行わなければなら

ない。 

３ 前項に規定する場合においては、特定地域型保育事業者は 

、同項に規定する選考の方法をあらかじめ教育・保育給付認 

定保護者に明示した上で、当該選考を行わなければならない。 

５ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供体制の確保が

困難である場合その他利用申込者に係る保育認定子どもに対

し自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供体制の確保が

困難である場合その他利用申込者に係る満３歳未満保育認定

子どもに対し自ら適切な教育・保育を提供することが困難で



、第４２条第１項に規定する連携施設その他の適切な特定教

育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適切な

措置を速やかに講じなければならない。 

ある場合は、第４２条第１項に規定する連携施設その他の適

切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する

等の適切な措置を速やかに講じなければならない。 

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第４０条 （略） 第４０条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、保育認定子どもに係る特定地域

型保育事業の利用について児童福祉法第２４条第３項の規定

により市町村が行う調整及び要請に対し、できる限り協力し

なければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認定子どもに係

る特定地域型保育事業の利用について児童福祉法第２４条第

３項の規定により市町村が行う調整及び要請に対し、できる

限り協力しなければならない。 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第４１条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供に

当たっては、保育認定子どもの心身の状況、その置かれてい

る環境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等の把握に努

めなければならない。 

第４１条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供に

当たっては、満３歳未満保育認定子どもの心身の状況、その

置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等

の把握に努めなければならない。 

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携） 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う

者を除く。以下この項から第７項までにおいて同じ。）は、

特定地域型保育が適正かつ確実に実施され、及び必要な教育 

・保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項に係る連

携協力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下「連携

施設」という。）を適切に確保しなければならない。ただし 

、連携施設の確保が著しく困難であると市長が認めるものに

おいて特定地域型保育事業を行う特定地域型保育事業者につ

いては、この限りでない。 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う

者を除く。以下この項から第７項までにおいて同じ。）は、

特定地域型保育が適正かつ確実に実施され、及び必要な教育 

・保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項に係る連

携協力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下「連携

施設」という。）を適切に確保しなければならない。ただし 

、連携施設の確保が著しく困難であると市長が認める地域に

おいて特定地域型保育事業を行う特定地域型保育事業者につ

いては、この限りでない。 

⑴ 特定地域型保育の提供を受けている保育認定子どもに集

団保育を体験させるための機会の設定、特定地域型保育の

⑴ 特定地域型保育の提供を受けている満３歳未満保育認定

子どもに集団保育を体験させるための機会の設定、特定地



適切な提供に必要な特定地域型保育事業者に対する相談、

助言その他の保育の内容に関する支援（次項において「保

育内容支援」という。）を実施すること。 

域型保育の適切な提供に必要な特定地域型保育事業者に対

する相談、助言その他の保育の内容に関する支援（次項に

おいて「保育内容支援」という。）を実施すること。 

⑵ （略） ⑵ （略） 

⑶ 当該特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育

事業者を除く。第６項、第７項、第１１項及び第１２項に

おいて同じ。）により特定地域型保育（満３歳以上限定小

規模保育を除く。第６項、第７項及び第１２項において同

じ。）の提供を受けていた満３歳未満保育認定子ども（事

業所内保育事業を利用する満３歳未満保育認定子どもにあ

っては、第３７条第２項に規定するその他の法第１９条第

３号に掲げる小学校就学前子どもに限る。第６項第１号に

おいて同じ。）を、当該特定地域型保育の提供の終了に際

して、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設にお

いて受け入れて教育・保育を提供すること。 

⑶ 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供

を受けていた満３歳未満保育認定子ども（事業所内保育事

業を利用する満３歳未満保育認定子どもにあっては、第３

７条第２項に規定するその他の小学校就学前子どもに限る 

。以下この号及び第６項第１号において同じ。）を、当該

特定地域型保育の提供の終了に際して、当該満３歳未満保

育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の希望に基

づき、引き続き当該連携施設において受け入れて教育・保

育を提供すること。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 前項（第２号に係る部分に限る。）の場合において、特定

地域型保育事業者は、児童福祉法第５９条第１項に規定する

施設のうち次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに

限る。）又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所で

あって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事

項に係る連携協力を行う施設又は事業所として適切に確保し

なければならない。 

７ 前項（第２号に係る部分に限る。）の場合において、特定

地域型保育事業者は、児童福祉法第５９条第１項に規定する

施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のもの

に限る。）又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所

であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる

事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければな

らない。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

８ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者 (新設) 



に限る。）は、第１項本文の規定にかかわらず、連携施設の

確保に当たって、同項第３号に係る連携協力を求めることを

要しない。 

９～１２ （略） ８～１１ （略） 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第４３条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育を提供し

た際は、教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子

どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）から当該特

定地域型保育に係る利用者負担額（法第２９条第３項第２号

に掲げる額をいう。）の支払を受けるものとする。 

第４３条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育を提供し

た際は、教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子

どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）から当該特

定地域型保育に係る利用者負担額（法第２９条第３項第２号

に掲げる額をいう。）の支払を受けるものとする。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

（運営規程） （運営規程） 

第４６条 特定地域型保育事業者は、次に掲げる事業の運営に

ついての重要事項に関する規程を定めておかなければならな

い。 

第４６条 特定地域型保育事業者は、次に掲げる事業の運営に

ついての重要事項に関する規程を定めておかなければならな

い。 

⑴～⑹ （略） ⑴～⑹ （略） 

⑺ 特定地域型保育事業の利用の開始及び終了に関する事項

並びに特定地域型保育事業の利用に当たっての留意事項（ 

第３９条第２項及び第３項に規定する選考の方法を含む。） 

⑺ 特定地域型保育事業の利用の開始及び終了に関する事項

並びに特定地域型保育事業の利用に当たっての留意事項（ 

第３９条第２項に規定する選考の方法を含む。） 

⑻～⑾ （略） ⑻～⑾ （略） 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第４７条 特定地域型保育事業者は、保育認定子どもに対し、

適切な特定地域型保育を提供することができるよう、特定地

域型保育事業所ごとに職員の勤務の体制を定めておかなけれ

ばならない。 

第４７条 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認定子ど

もに対し、適切な特定地域型保育を提供することができるよ

う、特定地域型保育事業所ごとに職員の勤務の体制を定めて

おかなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業所ごとに、 ２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業所ごとに、



当該特定地域型保育事業所の職員によって特定地域型保育を

提供しなければならない。ただし、保育認定子どもに対する

特定地域型保育の提供に直接影響を及ぼさない業務について

は、この限りでない。 

当該特定地域型保育事業所の職員によって特定地域型保育を

提供しなければならない。ただし、満３歳未満保育認定子ど

もに対する特定地域型保育の提供に直接影響を及ぼさない業

務については、この限りでない。 

３ （略） ３ （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第４９条 （略） 第４９条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、保育認定子どもに対する特定地

域型保育の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結

の日から５年間保存しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認定子どもに対

する特定地域型保育の提供に関する次に掲げる記録を整備し 

、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略） 

（準用） （準用） 

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を

除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３

３条までの規定は、特定地域型保育事業者、特定地域型保育

事業所及び特定地域型保育について準用する。この場合にお

いて、第１１条中「教育・保育給付認定子どもについて」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（教育認定子どもを除

く。以下この節において同じ。）について」と、第１４条第

１項中「施設型給付費（法第２７条第１項の施設型給付費を

いう。以下」とあるのは「地域型保育給付費（法第２９条第

１項の地域型保育給付費をいう。以下この項及び第５０条に

おいて準用する第１９条において」と、「施設型給付費の」

とあるのは「地域型保育給付費の」と、同条第２項中「特定

教育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証

明書」と、第１９条中「施設型給付費」とあるのは「地域型

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を

除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３

３条までの規定は、特定地域型保育事業者、特定地域型保育

事業所及び特定地域型保育について準用する。この場合にお

いて、第１１条中「教育・保育給付認定子どもについて」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（満３歳未満保育認定

子どもに限り、特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下

この節において同じ。）について」と、第１４条第１項中「 

施設型給付費（法第２７条第１項の施設型給付費をいう。以

下」とあるのは「地域型保育給付費（法第２９条第１項の地

域型保育給付費をいう。以下この項及び第５０条において準

用する第１９条において」と、「施設型給付費の」とあるの

は「地域型保育給付費の」と、同条第２項中「特定教育・保

育提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」と 



保育給付費」と、第２５条中「各号（幼保連携型認定こども

園である特定教育・保育施設の職員にあっては、認定こども

園法第２７条の２第１項各号、学校教育基本法第１条に規定

する幼稚園である特定教育・保育施設の職員にあっては、同

法第２８条第２項において準用する認定こども園法第２７条

の２第１項各号）」とあるのは「各号」と読み替えるものと

する。 

、第１９条中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付

費」と、第２３条中「運営規程」とあるのは「第４６条に規

定する事業の運営についての重要事項に関する規程」と読み

替えるものとする。 

（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育

事業者を除く。以下この条において同じ。）が教育認定子ど

もに対し特別利用地域型保育を提供する場合には、法第４６

条第１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しなけ

ればならない。 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに

対し特別利用地域型保育を提供する場合には、法第４６条第

１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しなければ

ならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域

型保育を提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る

教育認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用してい

る満３歳未満保育認定子ども（第５２条第１項の規定により

特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利

用地域型保育の対象となる満３歳以上保育認定子どもを含む 

。）の総数が、第３７条第２項の規定により定められた利用

定員の総数を超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域

型保育を提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る

法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利

用している満３歳未満保育認定子ども（次条第１項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特

定利用地域型保育の対象となる法第１９条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含

む。）の総数が、第３７条第２項の規定により定められた利

用定員の総数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地

域型保育を提供する場合には、特定地域型保育には特別利用

地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地

域型保育を提供する場合には、特定地域型保育には特別利用

地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費



（法第３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。次条第

３項及び第５２条第３項において同じ。）を、それぞれ含む

ものとして、この章（第３７条第３項、第３９条第３項及び

第４０条第２項を除き、前条において準用する第８条から第

１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条か

ら第１９条まで及び第２３条から第３３条までを含む。第５

２条第３項において同じ。）の規定を適用する。この場合に

おいて、第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条

第３号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申

込みに係る法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども」

と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定

子どもを除く。以下この章（第４３条第１項を除く。）にお

いて同じ。）」とあるのは「教育認定子ども及び満３歳未満

保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除き、第

５２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場

合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる満３歳

以上保育認定子どもを含む。）」と、「同号」とあるのは「 

法第１９条第３号」と、「法第２０条第４項の規定による認

定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、

保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定

子どもが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申

込みを受けた順序により決定する方法、当該特定地域型保育

事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他

公正な方法により」と、第４３条第１項中「教育・保育給付

認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者に限る。）」とあるのは「教育・保育給付認定

（法第３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。次条第

３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節（ 

第４０条第２項を除き、前条において準用する第８条から第

１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条か

ら第１９条まで及び第２３条から第３３条までを含む。次条

第３項において同じ。）の規定を適用する。この場合におい

て、第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第３

号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込み

に係る法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども」と、

「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ど

もを除く。以下この章（第４３条第１項を除く。）において

同じ。）」とあるのは「同号又は同条第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第５２

条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合に

あっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもを含む。）」と、「同号に掲げる小学校就学前

子ども」とあるのは「同条第３号に掲げる小学校就学前子ど

も」と、「教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度

及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認

められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよ

う、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定す

る方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基

本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第４３

条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育 

・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる法



保護者（特別利用地域型保育の対象となる教育認定子どもに

係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項

中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第

３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定

した費用の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前

項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、

「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第

１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要す

る費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」

とする。 

第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育 

・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除

く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げ

る額」とあるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額」と、同条第３項中「 

前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」と

あるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる

費用及び食事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げ

るものを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項 

」とあるのは「前３項」とする。 

第５１条の２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模

保育事業者に限る。以下この条において同じ。）が教育認定

子どもに対し特別利用地域型保育を提供する場合には、法第

４６条第１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守し

なければならない。 

(新設) 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域

型保育を提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る

教育認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用してい

る満３歳以上保育認定子どもの総数が、第３７条第３項の規

定により定められた利用定員の数を超えないものとする。 

 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地

域型保育を提供する場合には、特定地域型保育には特別利用

地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費

を、それぞれ含むものとして、この章（第３７条第２項、第

３９条第２項及び第４０条第２項を除き、第５０条において

準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を

 



除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３

３条までを含む。）の規定を適用する。この場合において、

第３９条第３項中「第１９条第２号」とあるのは「第１９条

第１号」と、「満３歳以上保育認定子どもの」とあるのは「 

教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子どもの」と、「同

号」とあるのは「法第１９条第２号」と、「法第２０条第４

項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満

３歳以上保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」とあ

るのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当

該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に

基づく選考その他公正な方法により」と、第４３条第１項中

「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに

係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」とあるのは「教

育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる

教育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。） 

」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」

とあるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定め

る基準により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項 

」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるの

は「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及

び食事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるもの

を除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」とあ

るのは「前３項」とする。 

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育 第５２条 特定地域型保育事業者が、法第１９条第２号に掲げ



事業者を除く。以下この条において同じ。）が満３歳以上保

育認定子どもに対し特定利用地域型保育を提供する場合には 

、法第４６条第１項に規定する地域型保育事業の認可基準を

遵守しなければならない。 

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

に対し特定利用地域型保育を提供する場合には、法第４６条

第１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しなけれ

ばならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域

型保育を提供する場合には、当該特定利用地域型保育に係る

満３歳以上保育認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に

利用している満３歳未満保育認定子ども（第５１条第１項の

規定により特別利用地域型保育を提供する場合にあっては、

当該特別利用地域型保育の対象となる教育認定子どもを含む 

。）の総数が、第３７条第２項の規定により定められた利用

定員の総数を超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域

型保育を提供する場合には、当該特定利用地域型保育に係る

法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利

用している同条第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども（前条第１項の規定により特別

利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特別利用地

域型保育の対象となる法第１９条第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）の

総数が、第３７条第２項の規定により定められた利用定員の

総数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地

域型保育を提供する場合には、特定地域型保育には特定利用

地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費

を、それぞれ含むものとして、この章の規定を適用する。こ

の場合において、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保

護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定

保護者に限る。）」とあるのは「教育・保育給付認定保護者

（特定利用地域型保育の対象となる満３歳以上保育認定子ど

も（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・

保育給付認定保護者に限る。）」と、「法第２９条第３項第

２号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の市

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地

域型保育を提供する場合には、特定地域型保育には特定利用

地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費

を、それぞれ含むものとして、前節の規定を適用する。この

場合において、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護

者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域

型保育の対象となる法第１９条第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以

上保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育給付認定保護

者に限る。）」と、「法第２９条第３項第２号に掲げる額」

とあるのは「法第３０条第２項第３号の市町村が定める額」



町村が定める額」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１

号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第

４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提

供（特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保育認

定子どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子ども（特定

満３歳以上保育認定子どもを除く。）に係る第１３条第４項

第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」とす

る。 

と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」と

あるのは「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣が定める

基準により算定した費用の額」と、同条第４項中「掲げる費

用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域

型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対する

もの及び満３歳以上保育認定子ども（令第４条第１項第２号

に規定する満３歳以上保育認定子どもをいう。）に係る第１

３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する

費用」とする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第７２号 

 

大田原市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

大田原市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

大田原市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

大田原市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和７年条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

（児童対象性暴力等の防止） (新設) 

第１３条の２ 乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第

４項において準用する法第２１条の５の１８第４項の規定に

より、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等

事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関す

る法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児

童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止

し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適

切に保護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接

する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性の

ある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係

る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認

 



をいう。）その他の必要な措置を講じなければならない。 

附 則 

この条例は、令和８年１２月２５日から施行する。 



議案第７３号 

 

大田原市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

大田原市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

大田原市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例 

大田原市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（平成５年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

（多量排出の範囲） （多量排出の範囲） 

第３条 法第６条の２第７項の規定により減量に関する計画の

作成、運搬すべき場所及びその運搬の方法その他必要な事項

を指示する一般廃棄物の種類及び量は、規則で定めるところ

による。 

第３条 法第６条の２第５項の規定により減量に関する計画の

作成、運搬すべき場所及びその運搬の方法その他必要な事項

を指示する一般廃棄物の種類及び量は、規則で定めるところ

による。 

（受託者等による生活環境影響調査結果の縦覧等） （災害廃棄物処分受託者による生活環境影響調査結果の縦覧

等） 

第２０条 次に掲げる者（以下「受託者等」という。）に係る

法第９条の３の３第３項（同条第４項及び第５項の規定によ

り法第９条の３第９項の規定を読み替えて準用する場合を含

む。以下同じ。）の規定による法第９条の３の３第１項又は

第２０条 法第９条の３の３第２項（同条第３項の規定により

法第９条の３第９項の規定を読み替えて準用する場合を含む 

。以下同じ。）の規定による法第９条の３の３第１項又は第

２項に規定する周辺地域の生活環境に及ぼす影響についての



第２項に規定する周辺地域の生活環境に及ぼす影響について

の調査（以下この条において「生活環境影響調査」という。 

）の結果を記載した書類（受託者等に係る一般廃棄物処理施

設が繊維くずの破砕施設その他の生活環境の保全上の支障が

生ずるおそれの少ない一般廃棄物処理施設として政令で定め

るものである場合にあっては、第３項の規定により縦覧に供

する法第８条第２項各号に掲げる事項を記載した書類とする 

。以下この条において「報告書」という。）の公衆への縦覧

の対象となる一般廃棄物処理施設（以下この条において「施

設」という。）の種類は、政令第５条第１項に規定するごみ

処理施設のうち焼却施設とする。 

調査（以下この条において「生活環境影響調査」という。）

の結果を記載した書類（受託者等に係る一般廃棄物処理施設

が繊維くずの破砕施設その他の生活環境の保全上の支障が生

ずるおそれの少ない一般廃棄物処理施設として政令で定める

ものである場合にあっては、第３項の規定により縦覧に供す

る法第８条第２項各号に掲げる事項を記載した書類とする。

以下この条において「報告書」という。）の公衆への縦覧の

対象となる一般廃棄物処理施設（以下この条において「施設 

」という。）の種類は、政令第５条第１項に規定するごみ処

理施設のうち焼却施設とする。 

⑴ 法第９条の３の３第１項に規定する非常災害廃棄物の処

分を行う非常災害廃棄物処理受託者若しくは非常災害廃棄

物処理再受託者又は法第６条の２第３項後段の規定による

処分の委託を受けた者 

（新設） 

⑵ 法第９条の３の３第２項に規定する特別管理一般廃棄物

である非常災害廃棄物の処分を行う特別管理非常災害廃棄

物処理受託者若しくは特別管理非常災害廃棄物処理再受託

者又は法第６条の２第５項後段の規定による処分の委託を

受けた者 

（新設） 

２ 受託者等は、法第９条の３の３第３項の規定により報告書

を公衆の縦覧に供しようとするときは、規則で定める事項を

公告するものとする。 

２ 市から非常災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた

者（以下この条において「災害廃棄物処分受託者」という。 

）は、法第９条の３の３第２項の規定により報告書を公衆の

縦覧に供しようとするときは、規則で定める事項を公告する

ものとする。 



３ 受託者等は、法第９条の３の３第３項の規定により報告書

を公衆の縦覧に供するときは、当該報告書に法第８条第２項

各号に掲げる事項を記載した書類を添付するものとする。 

３ 災害廃棄物処分受託者は、法第９条の３の３第２項の規定

により報告書を公衆の縦覧に供するときは、当該報告書に法

第８条第２項各号に掲げる事項を記載した書類を添付するも

のとする。 

４ 縦覧場所は、次に掲げる場所とする。 ４ 縦覧場所は、次に掲げる場所とする。 

⑴ 受託者等の事務所 ⑴ 災害廃棄物処分受託者の事務所 

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略） 

５ （略） ５ （略） 

６ 法第９条の３の３第３項の規定により施設の設置に関し利

害関係を有する者が生活環境の保全上の見地から提出する意

見書（以下この条において「意見書」という。）の提出先は 

、次に掲げる場所とする。 

６ 法第９条の３の３第２項の規定により施設の設置に関し利

害関係を有する者が生活環境の保全上の見地から提出する意

見書（以下この条において「意見書」という。）の提出先は 

、次に掲げる場所とする。 

⑴ 受託者等の事務所 ⑴ 災害廃棄物処分受託者の事務所 

⑵ （略） ⑵ （略） 

７ （略） ７ （略） 

８ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該受託

者等をして当該区域を管轄する市町村の長に対し報告書及び

第３項の規定により添付する書類の写しを送付させ、当該区

域における縦覧等の手続の実施についてその長と協議するも

のとする。 

８ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該災害

廃棄物処分受託者をして当該区域を管轄する市町村の長に対

し報告書及び第３項の規定により添付する書類の写しを送付

させ、当該区域における縦覧等の手続の実施についてその長

と協議するものとする。 

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略） 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第７４号 

 

大田原市新型コロナウイルス感染症対策基金条例を廃止する条例の制定につい 

て 

大田原市新型コロナウイルス感染症対策基金条例を廃止する条例を次のとおり制定する。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

大田原市新型コロナウイルス感染症対策基金条例を廃止する条例 

大田原市新型コロナウイルス感染症対策基金条例（令和２年条例第２８号）は、廃止す

る。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第７５号 

 

令和７年度大田原市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令和７年

度大田原市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について議会の議決を求める。 

 

  令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 



（単位：円）

当年度末残高 6,020,216,803 103,272,768 211,108,497

議会の議決による処分額 147,261,850 0 △ 211,108,497

減債積立金の積立 0 0 △ 63,846,647

自己資本金への組入 147,261,850 0 △ 147,261,850

（繰越利益剰余金）

6,167,478,653 103,272,768 0

令和７年度　大田原市水道事業剰余金処分計算書

資　本　金 資本剰余金 未処分利益剰余金

処分後残高



議案第７６号 

 

令和７年度大田原市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令和７年

度大田原市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について議会の議決を求める。 

 

  令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 



（単位：円）

当年度末残高 4,509,810,182 194,281,126 320,051,328

議会の議決による処分額 161,781,795 0 △ 320,051,328

減債積立金の積立 0 0 △ 158,269,533

自己資本金への組入 161,781,795 0 △ 161,781,795

（繰越利益剰余金）

4,671,591,977 194,281,126 0
処分後残高

資　本　金

令和７年度　大田原市下水道事業剰余金処分計算書

資本剰余金 未処分利益剰余金



議案第７７号 

 

令和７年度大田原市一般会計歳入歳出決算の認定を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度大

田原市一般会計歳入歳出決算について、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定を求める。 

 

  令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第７８号 

 

令和７年度大田原市国民健康保険事業費特別会計歳入歳出決算の認定を求める 

ことについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度大

田原市国民健康保険事業費特別会計歳入歳出決算について、別冊監査委員の意見を付けて

議会の認定を求める。 

 

  令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第７９号 

 

令和７年度大田原市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定を求めることについ 

て 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度大

田原市介護保険特別会計歳入歳出決算について、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定

を求める。 

 

  令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第８０号 

 

令和７年度大田原市子育て支援券特別会計歳入歳出決算の認定を求めることに 

ついて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度大

田原市子育て支援券特別会計歳入歳出決算について、別冊監査委員の意見を付けて議会の

認定を求める。 

 

 令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第８１号 

 

令和７年度大田原市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定を求めること 

について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度大

田原市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算について、別冊監査委員の意見を付けて議会

の認定を求める。 

 

  令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第８２号 

 

令和７年度大田原市須賀川財産区特別会計歳入歳出決算の認定を求めることに 

ついて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度大

田原市須賀川財産区特別会計歳入歳出決算について、別冊監査委員の意見を付けて議会の

認定を求める。 

 

  令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第８３号 

 

令和７年度大田原市水道事業会計決算の認定を求めることについて 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和７年

度大田原市水道事業会計決算について、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定を求める。 

 

  令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 



議案第８４号 

 

令和７年度大田原市下水道事業会計決算の認定を求めることについて 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和７年

度大田原市下水道事業会計決算について、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定を求め

る。 

 

  令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 



議案第８５号 

 

工事請負契約の変更について 

道路メンテナンス事業宇田川橋橋梁補修工事の工事請負契約に係る契約金額を下記のと

おり変更することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例（昭和３９年条例第５号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 

記 

 

 変更前 ２７２，８００，０００円 

 変更後 ２９７，１６５，０００円 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度大田原市一般会計補正予算書（第２号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第８６号 

 

令和８年度大田原市一般会計補正予算（第２号） 

 

令和８年度大田原市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４９７，２２０千円を追加し、歳入歳出 

予算の総額を歳入歳出それぞれ３６，２３２，１３０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予 

 算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 



第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

6,487,76030,1766,457,58415 国 庫 支 出 金

1,539,21330,1761,509,0372 国 庫 補 助 金

3,141,3376,6633,134,67416 県 支 出 金

1,205,5416,6631,198,8782 県 補 助 金

943,509329,500614,00918 寄 附 金

943,509329,500614,0091 寄 附 金

483,09288,227394,86519 繰 入 金

114,31478,89735,4171 特 別 会 計 繰 入 金

368,7789,330359,4482 基 金 繰 入 金

425,7111,654424,05720 繰 越 金

425,7111,654424,0571 繰 越 金

2,063,10041,0002,022,10022 市 債

2,063,10041,0002,022,1001 市 債

36,232,130497,22035,734,910歳 入 合 計



歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

4,428,210341,8794,086,3312 総 務 費

3,741,738341,8793,399,859 1 総 務 管 理 費

14,205,01795,09414,109,9233 民 生 費

6,682,81661,7006,621,116 1 社 会 福 祉 費

6,007,02233,3945,973,628 2 児 童 福 祉 費

1,327,31033,5281,293,7826 農 林 水 産 業 費

1,088,38831,5271,056,861 1 農 業 費

238,9222,001236,921 2 林 業 費

1,105,2502,9621,102,2887 商 工 費

1,105,2502,9621,102,288 1 商 工 費

3,583,022△3,0003,586,0228 土 木 費

2,097,81841,0002,056,818 2 道 路 橋 り ょ う 費

1,121,907△44,0001,165,907 4 都 市 計 画 費

4,587,72126,7574,560,96410 教 育 費

662,0678,811653,256 1 教 育 総 務 費

972,6967,700964,996 3 中 学 校 費

915,87610,246905,630 5 社 会 教 育 費

36,232,130497,22035,734,910歳 出 合 計



限 度 額
起 債 の
方 法 利 率

償 還 の
方 法 限 度 額

18,000 59,000

2,022,100 2,063,100

22,000

学校給食調理業務委託（小学校） 令和８年度から令和１１年度まで 528,900

学校給食調理業務委託（中学校） 令和８年度から令和１１年度まで 319,500

第　２　表　　　債　務　負　担　行　為　補　正

限　　度　　額期　　　　　　　　間

（単位：千円）

第　３　表　　　地　　方　　債　　補　　正

事　　　　　　　　　　　　項

（単位：千円）

起 債 の 目 的
起 債 の
方 法

175,000

213,800

利 率

補　　　　　正　　　　　後

償　還　の
方　　　法

補　　　　　正　　　　　前

大田原市火葬場指定管理料 令和８年度から令和１３年度まで

学校給食調理・配送業務委託
(学校給食センター)

令和８年度から令和１１年度まで

計

橋りょう整備事業

学校給食調理業務委託（市野沢小学校） 令和８年度から令和９年度まで



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算に関する説明書（補正第２号） 



１　総　括

　　歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 備　考

15 国 庫 支 出 金 6,457,584 30,176 6,487,760

16 県 支 出 金 3,134,674 6,663 3,141,337

18 寄 附 金 614,009 329,500 943,509

19 繰 入 金 394,865 88,227 483,092

20 繰 越 金 424,057 1,654 425,711

22 市 債 2,022,100 41,000 2,063,100

35,734,910 497,220 36,232,130

歳入歳出補正予算事項別明細書

款

歳 入 合 計



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特     定     財     源 備 考

総 務 費 4,086,3312 4,428,210341,879 1,500 329,000 11,379

民 生 費 14,109,9233 14,205,01795,094 28,676 66,418

農 林 水 産 業 費 1,293,7826 1,327,31033,528 6,663 26,865

商 工 費 1,102,2887 1,105,2502,962 2,962

土 木 費 3,586,0228 3,583,022△3,000 41,000 △44,000

教 育 費 4,560,96410 4,587,72126,757 500 26,257

歳     出     合     計 35,734,910 497,220 36,232,130 36,839 89,881329,50041,000



補正前の額

２　歳　入
（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

15 国庫支出金 6,457,584 6,487,76030,176

2 国庫補助金 1,509,037 1,539,21330,176

〇物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 29,736総務管理費補助金1 総務費国庫補助金 105,032 134,768 1 29,73629,736

〇母子家庭等対策総合支援事業費補助金 440児童福祉費補助金2 民生費国庫補助金 490,652 491,092 2 440440

16 県支出金 3,134,674 3,141,3376,663

2 県補助金 1,198,878 1,205,5416,663

〇中山間地域等直接支払交付金等 855農業費補助金4 農林水産業費県補助金 384,935 391,598 1 5,1496,663

〇県単独農業農村整備事業費補助金 1,050

〇地域農業構造転換支援事業費補助金 363

〇グリーン農業スタンダード化推進事業費補助金 2,881

〇指定管理鳥獣対策事業費補助金 1,514林業費補助金2 1,514

18 寄附金 614,009 943,509329,500

1 寄附金 614,009 943,509329,500

〇図書等購入費寄附金 500社会教育費寄附金8 教育費寄附金 14,001 14,501 1 500500

〇企業版ふるさと納税寄附金 329,000企業版ふるさと納10 ふるさと納税寄附金 600,000 929,000 2 329,000329,000

税寄附金

19 繰入金 394,865 483,09288,227

1 特別会計繰入金 35,417 114,31478,897

〇介護保険特別会計繰入金 78,897介護保険特別会計1 介護保険特別会計繰入金 34,720 113,617 1 78,89778,897

繰入金

2 基金繰入金 359,448 368,7789,330

〇大田原市新型コロナウイルス感染症対策基金繰入金 9,330大田原市新型コロ9 大田原市新型コロナウイルス感染症対策基金繰入金 0 9,330 1 9,3309,330

ナウイルス感染症

対策基金繰入金

20 繰越金 424,057 425,7111,654

1 繰越金 424,057 425,7111,654

〇前年度繰越金 1,654繰越金1 繰越金 424,057 425,711 1 1,6541,654



補正前の額款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

22 市債 2,022,100 2,063,10041,000

1 市債 2,022,100 2,063,10041,000

〇橋りょう整備事業債 41,000道路橋りょう債6 土木債 999,900 1,040,900 1 41,00041,000



３　歳　出
（単位：千円）

款項目・事業 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 総務費 4,086,331 341,879 4,428,210 1,500 329,000 11,379

1 総務管理費 3,399,859 341,879 3,741,738 1,500 329,000 11,379

1 一般管理費 1,247,394 3,549 1,250,943 1,500 2,049

1 特別職給及 1,009,426 549 1,009,975 549 1 報 酬 451 〇特別職給及び職員費 549

　・報酬　　451び職員費

4 共 済 費 79 　　　会計年度任用職員

8 旅 費 19

〇一般庁費 3,000

2 一般庁費 157,566 3,000 160,566 1,500 1,500 18 負担金､補助 3,000 　・補助金　　3,000

及 び 交 付 金 　　　家庭用防犯設備設置費

5 財産管理費 301,389 9,330 310,719 9,330

1 財産管理費 301,389 9,330 310,719 9,330 24 積 立 金 9,330 〇財産管理費 9,330

　・積立金　　9,330

　　　大田原市財政調整基金

6 企画費 496,801 329,000 825,801 329,000

1 企画事務費 490,362 329,000 819,362 329,000 18 負担金､補助 329,000 〇企画事務費 329,000

及 び 交 付 金 　・補助金　　329,000

　　　企業版ふるさと納税寄附金を活用した

　　　　大学等支援事業

3 民生費 14,109,923 95,094 14,205,017 28,676 66,418

1 社会福祉費 6,621,116 61,700 6,682,816 61,700

1 社会福祉総務費 2,165,705 61,700 2,227,405 61,700

1 福祉センタ 11,295 1,700 12,995 1,700 14 工 事 請 負 費 1,700 〇福祉センター管理費 1,700

ー管理費 　・工事請負費　　1,700

　　　屋根改修工事

2 大田原市ス 0 60,000 60,000 60,000 24 積 立 金 60,000 〇大田原市スクラム基金積立金 60,000

クラム基金 　・積立金　　60,000

積立金 　　　大田原市スクラム基金

2 児童福祉費 5,973,628 33,394 6,007,022 28,676 4,718

2 児童措置費 1,487,899 28,594 1,516,493 24,476 4,118

1 児童扶養手 236,168 660 236,828 440 220 12 委 託 料 660 〇児童扶養手当対策費 660

当対策費 　・委託料　　660

　　　児童扶養手当システム改修業務委託

2 子育て世帯 0 27,934 27,934 24,036 3,898 10 需 用 費 90



款項目・事業 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

3　民生費

　2　児童福祉費
　　2　児童措置費

物価高騰対 11 役 務 費 844 〇子育て世帯物価高騰対策支援給付金支給事業 27,934

　・扶助費　　27,000策支援給付

金支給事業 19 扶 助 費 27,000 　　　子育て世帯物価高騰対策支援給付金

5 児童館費 453,631 4,800 458,431 4,200 600

1 放課後児童 453,631 4,800 458,431 4,200 600 12 委 託 料 2,500 〇放課後児童健全育成事業費 4,800

　・委託料　　2,500健全育成事

業費 18 負担金､補助 2,300 　　　障害児受入推進事業に係る訪問支援業務委託

及 び 交 付 金 　　　公設民営放課後児童クラブ運営業務委託

　・補助金　　2,300

　　　放課後児童クラブ物価高騰対策事業費

6 農林水産業費 1,293,782 33,528 1,327,310 6,663 26,865

1 農業費 1,056,861 31,527 1,088,388 5,149 26,378

2 農業総務費 356,295 9,493 365,788 9,493

1 道の駅那須 9,014 6,578 15,592 6,578 14 工 事 請 負 費 6,578 〇道の駅那須与一の郷運営費 6,578

与一の郷運 　・工事請負費　　6,578

営費 　　　受変電設備改修工事

2 水遊園直売 42 2,915 2,957 2,915 17 備 品 購 入 費 2,915 〇水遊園直売所管理費 2,915

所管理費 　・備品購入費　　2,915

　　　レジ販売管理システム等

3 農業振興費 141,645 4,384 146,029 4,099 285

1 中山間地域 27,764 1,140 28,904 855 285 18 負担金､補助 1,140 〇中山間地域等直接支払事業費 1,140

等直接支払 及 び 交 付 金 　・補助金　　1,140

事業費 　　　中山間地域等直接支払事業費

2 地域農業構 7,426 363 7,789 363 18 負担金､補助 363 〇地域農業構造転換支援事業費 363

造転換支援 及 び 交 付 金 　・補助金　　363

事業費 　　　新規就農者チャレンジ事業費

3 グリーン農 0 2,881 2,881 2,881 18 負担金､補助 2,881 〇グリーン農業スタンダード化推進事業費 2,881

業スタンダ 及 び 交 付 金 　・補助金　　2,881

ード化推進 　　　グリーン農業スタンダード化推進事業費

事業費

6 農地費 471,057 17,650 488,707 1,050 16,600

1 土地改良事 69,035 17,650 86,685 1,050 16,600 12 委 託 料 16,000 〇土地改良事業費 17,650

　・委託料　　16,000業費

18 負担金､補助 1,650 　　　市有林伐採伐根業務委託

及 び 交 付 金 　・補助金　　1,650

　　　県単独農業農村整備事業



款項目・事業 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

6　農林水産業費

　2　林業費
　　1　林業振興費

2 林業費 236,921 2,001 238,922 1,514 487

1 林業振興費 236,921 2,001 238,922 1,514 487

1 有害鳥獣対 14,340 2,001 16,341 1,514 487 10 需 用 費 1,429 〇有害鳥獣対策事業費 2,001

　・消耗品費　　1,429策事業費

17 備 品 購 入 費 572 　　　緊急銃猟等消耗品

　・備品購入費　　572

　　　クマ捕獲檻

7 商工費 1,102,288 2,962 1,105,250 2,962

1 商工費 1,102,288 2,962 1,105,250 2,962

1 商工総務費 249,572 962 250,534 962

1 工業開発推 32,854 962 33,816 962 18 負担金､補助 962 〇工事開発推進事務費 962

進事務費 及 び 交 付 金 　・補助金　　962

　　　企業等立地奨励金

3 観光費 238,519 2,000 240,519 2,000

1 旧須賀川小 2,412 2,000 4,412 2,000 14 工 事 請 負 費 2,000 〇旧須賀川小学校管理運営費 2,000

学校管理運 　・工事請負費　　2,000

営費 　　　外壁修繕工事

8 土木費 3,586,022 △3,000 3,583,022 41,000 △44,000

2 道路橋りょう費 2,056,818 41,000 2,097,818 41,000

2 道路維持費 1,088,403 41,000 1,129,403 41,000

1 道路維持費 949,332 41,000 990,332 41,000 14 工 事 請 負 費 41,000 〇道路維持費 41,000

　・工事請負費　　41,000

　　　市道小種島新宿線（汗子橋）補修工事

4 都市計画費 1,165,907 △44,000 1,121,907 △44,000

3 街路事業費 78,293 △44,000 34,293 △44,000

1 野崎駅東口 78,293 △44,000 34,293 △44,000 12 委 託 料 △44,000 〇野崎駅東口整備事業費 △44,000

整備事業費 　・委託料　　△44,000

　　　野崎駅自由通路基礎調査業務委託

10 教育費 4,560,964 26,757 4,587,721 500 26,257

1 教育総務費 653,256 8,811 662,067 8,811



款項目・事業 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

10　教育費

　1　教育総務費
　　2　事務局費

2 事務局費 502,141 1,265 503,406 1,265

1 教育委員会 69,206 1,265 70,471 1,265 12 委 託 料 1,265 〇教育委員会事務局費 1,265

事務局費 　・委託料　　1,265

　　　就学事務システム改修業務委託

3 学校給食センタ 147,961 7,546 155,507 7,546

ー費

1 学校給食セ 147,961 7,546 155,507 7,546 10 需 用 費 6,199 〇学校給食センター費 7,546

　・消耗品費　　6,199ンター費

17 備 品 購 入 費 1,347 　　　給食用食器・食缶類

　・備品購入費　　1,347

　　　配送用コンテナ

3 中学校費 964,996 7,700 972,696 7,700

3 学校建設費 148,925 7,700 156,625 7,700

1 施設整備事 148,925 7,700 156,625 7,700 14 工 事 請 負 費 7,700 〇施設整備事業費 7,700

業費 　・工事請負費　　7,700

　　　金田北中学校下水道接続工事

5 社会教育費 905,630 10,246 915,876 500 9,746

1 社会教育総務費 391,385 1,419 392,804 1,419

1 文化財保護 32,274 1,419 33,693 1,419 14 工 事 請 負 費 1,419 〇文化財保護費 1,419

費 　・工事請負費　　1,419

　　　ザゼン草群生地木道改修工事

3 図書館費 138,016 500 138,516 500

1 図書館運営 138,016 500 138,516 500 17 備 品 購 入 費 500 〇図書館運営費 500

費 　・備品購入費　　500

　　　図書購入

7 生涯学習センタ 19,898 8,327 28,225 8,327

ー運営費

1 生涯学習セ 19,898 8,327 28,225 8,327 12 委 託 料 8,327 〇生涯学習センター運営費 8,327

ンター運営 　・委託料　　8,327

費 　　　空調、給排水設備工事外実施設計業務委託



給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職 （単位：千円）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

その他の
特 別 職

1,968

計 1,993

その他の
特 別 職

計

その他の
特 別 職

1,968

計 1,993

２　一般職

 (1) 総　括 （単位：千円）

給　　　　　与　　　　　費

(365)
510
(1)

(366)
510

※ 職員数欄の括弧書きは、短時間勤務職員の人数を外書き。

126 54,340 15,536 69,876
(3.50)

その他
の手当

計
共済費 合　計 備　考

補
正
前
の
額

長　 等 4 38,100
16,114

区　分 職員数
（人） 報　酬 給　料 期末手当

(年間支給率)

地 域
手 当

寒冷地
手　当

147,682 25,897 173,579議　 員 21 103,788
43,894
(3.50)

142,619 142,619

246,407 38,100 60,008 126 344,641

142,619

41,433 386,074

補
　
正
　
額

長　 等

議　 員

126 54,340 15,536 69,876
(3.50)

計

長　 等 4 38,100
16,114

147,682 25,897 173,579議　 員 21 103,788
43,894
(3.50)

142,619 142,619

246,407 38,100 60,008 126 344,641

142,619

計

補正前の額

41,433 386,074

区　分
職員数
（人）

共 済 費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当

535,928 2,111,535 1,422,879 4,070,342 1,180,426 5,250,768

計

451 451 79 530
補　正　額

536,379 2,111,535 1,422,879 4,070,793 1,180,505 5,251,298

住居手当
特殊勤務
手    当

補正前の額 57,103 594,541 504,913 33,292 20,954 2,274

区　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当

区　分
時間外勤務
手      当

管理職手当 地域手当
管理職員特
別勤務手当

計 57,103 594,541 504,913 33,292 20,954 2,274

補 正 額

補 正 額

補正前の額 87,749 33,588 87,845 620

計 87,749 33,588 87,845 620

職員手当

の 内 訳



 ア 会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

給　　　　　与　　　　　費

(23)
505

(23)
505

※ 職員数欄の括弧書きは、短時間勤務職員の人数を外書き。

 イ 会計年度任用職員 （単位：千円）

給　　　　　与　　　　　費

(342)
5

(1)

(343)
5

※ 職員数欄の括弧書きは、短時間勤務職員の人数を外書き。

補正前の額

区　分
職員数
（人）

共 済 費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

2,097,670 1,244,266 3,341,936 1,055,072 4,397,008

計

補　正　額

2,097,670 1,244,266 3,341,936 1,055,072 4,397,008

住居手当
特殊勤務
手    当

補正前の額 57,103 498,090 423,741 32,858 20,954 2,274

区　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当

計 57,103 498,090 423,741 32,858 20,954 2,274

補 正 額

補正前の額 87,749 33,588 87,289 620

区　分
時間外勤務
手      当

管理職手当 地域手当
管理職員特
別勤務手当

区　分
職員数
（人）

共 済 費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

計 87,749 33,588 87,289 620

職員手当

の 内 訳

補 正 額

535,928 13,865 178,613 728,406 125,354 853,760
補正前の額

計

451 451 79 530
補　正　額

536,379 13,865 178,613 728,857 125,433 854,290

職員手当

の 内 訳

区　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当

補 正 額

住居手当
特殊勤務
手    当

補正前の額 96,451 81,172 434

区　分
時間外勤務
手      当

管理職手当 地域手当
管理職員特
別勤務手当

計 96,451 81,172 434

計 556

補 正 額

補正前の額 556



債務負担行為で翌年度以降にわたるもの についての前年度末までの支出額又は

支出額の見込み及び当該年度以降の支出 予定額等に関する調書

国県支出金 地方債 その他

大田原市火葬場指定管理料 175,000 令和８年度から令和１３年度まで 175,000 52,500 122,500

学校給食調理業務委託（小学校） 528,900 令和８年度から令和１１年度まで 528,900 528,900

学校給食調理業務委託（市野沢小学校） 22,000 令和８年度から令和９年度まで 22,000 22,000

学校給食調理業務委託（中学校） 319,500 令和８年度から令和１１年度まで 319,500 319,500

学校給食調理・配送業務委託
(学校給食センター)

213,800 令和８年度から令和１１年度まで 213,800 213,800

事　　　　項

当該年度以降の支出予定額

期    間 金    額 期    間 金    額 一般財源

左　　の　　財　　源　　内　　訳

（単位：千円）

特　　　定　　　財　　　源

前年度末までの支出（見込）額

限 度 額



（単位：千円）

当該年度中
起債見込額

当該年度中元
金償還見込額

１ 11,513,321 11,220,464 2,063,100 1,464,320 11,819,244

(1) 2,743,328 2,468,348 220,200 316,584 2,371,964

(2) 154,160 245,695 58,900 29,753 274,842

(3) 173,898 143,430 35,000 35,870 142,560

(4) 564,628 570,910 97,600 89,891 578,619

(5) 58,678 66,556 15,300 6,689 75,167

(6) 3,827,213 3,751,545 979,200 573,427 4,157,318

(7) 204,847 211,411 61,700 24,765 248,346

(8) 343,730 309,613 105,400 57,531 357,482

(9) 3,442,839 3,452,956 489,800 329,810 3,612,946

２ 134,901 109,150 22,069 87,081

(1)

(2) 8,361 4,754 1,219 3,535

(3) 2,325 1,550 775 775

(4) 108,156 89,464 17,399 72,065

(5) 16,059 13,382 2,676 10,706

３ 11,762,246 10,432,931 1,271,624 9,161,307

(1) 19,923 6,217 6,217

(2)

(3) 11,552,239 10,277,661 1,235,596 9,042,065

(4) 145,420 111,833 22,367 89,466

(5) 44,664 37,220 7,444 29,776

23,410,468 21,762,545 2,063,100 2,758,013 21,067,632

臨 時税 収補 填債

臨 時財 政対 策債

減 収 補 填 債

特 別減 収対 策債

合　　　　　　　　　計　

農 林 水 産

商 工

土 木

教 育

そ の 他

減 税 補 填 債

土 木

公 営 住 宅

消 防

教 育

災 害 復 旧

総 務

普 通 債

総 務

民 生

衛 生

農 林 水 産

商 工

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高
並 び に 前 年 度 末 及 び 当 該 年 度 末 に
お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　　　　　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
当 該 年 度 末
現在高見込額



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度大田原市介護保険特別会計補正予算書（第２号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第８７号 

 

令和８年度大田原市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和８年度大田原市の介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４３９，２０２千円を追加し、歳入歳出 

予算の総額を歳入歳出それぞれ８，１２５，０６２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予 

 算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 



第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

1,572,0517071,571,3443 国 庫 支 出 金

272,865707272,1582 国 庫 補 助 金

1,044,8307301,044,1005 県 支 出 金

25,74373025,0132 県 補 助 金

1,444,5872,1771,442,4107 繰 入 金

178,6952,177176,5182 基 金 繰 入 金

439,262435,5883,6748 繰 越 金

439,262435,5883,6741 繰 越 金

8,125,062439,2027,685,860歳 入 合 計



歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

207,863206,2601,6035 基 金 積 立 金

207,863206,2601,603 1 基 金 積 立 金

269,215232,94236,2736 諸 支 出 金

113,61778,89734,720 1 他 会 計 繰 出 金

155,598154,0451,553 2 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

8,125,062439,2027,685,860歳 出 合 計



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算に関する説明書（補正第２号） 

  



１　総　括

　　歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 備　考

3 国 庫 支 出 金 1,571,344 707 1,572,051

5 県 支 出 金 1,044,100 730 1,044,830

7 繰 入 金 1,442,410 2,177 1,444,587

8 繰 越 金 3,674 435,588 439,262

7,685,860 439,202 8,125,062

歳入歳出補正予算事項別明細書

款

　歳　　入　　合　　計　



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特     定     財     源 備 考

基 金 積 立 金 1,6035 207,863206,260 206,260

諸 支 出 金 36,2736 269,215232,942 232,942

歳     出     合     計 7,685,860 439,202 8,125,062 439,202



補正前の額

２　歳　入
（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

3 国庫支出金 1,571,344 1,572,051707

2 国庫補助金 272,158 272,865707

〇地域支援事業交付金(介護予防・日常生活支援総合事業) 707過年度分3 地域支援事業交付金(介護予防・日常生活支援総合事 29,769 30,476 2 707707

業)

5 県支出金 1,044,100 1,044,830730

2 県補助金 25,013 25,743730

〇地域支援事業交付金(介護予防・日常生活支援総合事業) 730過年度分1 地域支援事業交付金(介護予防・日常生活支援総合事 18,605 19,335 2 730730

業)

7 繰入金 1,442,410 1,444,5872,177

2 基金繰入金 176,518 178,6952,177

〇介護保険財政調整基金繰入金 2,177介護保険財政調整1 介護保険財政調整基金繰入金 176,518 178,695 1 2,1772,177

基金繰入金

8 繰越金 3,674 439,262435,588

1 繰越金 3,674 439,262435,588

〇前年度繰越金 435,588繰越金1 繰越金 3,674 439,262 1 435,588435,588



３　歳　出
（単位：千円）

款項目・事業 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

5 基金積立金 1,603 206,260 207,863 206,260

1 基金積立金 1,603 206,260 207,863 206,260

1 介護保険財政調 1,603 206,260 207,863 206,260

整基金積立金

1 介護保険財 1,603 206,260 207,863 206,260 24 積 立 金 206,260 〇介護保険財政調整基金積立金 206,260

政調整基金 　・積立金　　206,260

積立金 　　　介護保険財政調整基金

6 諸支出金 36,273 232,942 269,215 232,942

1 他会計繰出金 34,720 78,897 113,617 78,897

1 一般会計繰出金 34,720 78,897 113,617 78,897

1 一般会計繰 34,720 78,897 113,617 78,897 27 繰 出 金 78,897 〇一般会計繰出金 78,897

出金 　・繰出金　　78,897

　　一般会計繰出金

2 償還金及び還付 1,553 154,045 155,598 154,045

加算金

1 第１号被保険者 1,500 890 2,390 890

保険料還付金

1 第１号被保 1,500 890 2,390 890 22 償還金､利子 890 〇第１号被保険者保険料還付金 890

険者保険料 及 び 割 引 料 　・償還金　　890

還付金 　　　市税等過誤納還付金

2 償還金 3 153,155 153,158 153,155

1 償還金 3 153,155 153,158 153,155 22 償還金､利子 153,155 〇償還金 153,155

及 び 割 引 料 　・償還金　　153,155

　　国庫支出金精算還付金

　　県支出金精算還付金

　　基金等交付金精算還付金



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度大田原市須賀川財産区特別会計補正予算書（第１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第８８号 

 

令和８年度大田原市須賀川財産区特別会計補正予算（第１号） 

 

令和８年度大田原市の須賀川財産区特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，７００千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ３４，２００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予 

 算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和８年９月３日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 



第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

5,8264,7001,1264 繰 越 金

5,8264,7001,1261 繰 越 金

34,2004,70029,500歳 入 合 計



歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

5,1014,7004014 基 金 積 立 金

5,1014,700401 1 基 金 積 立 金

34,2004,70029,500歳 出 合 計



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算に関する説明書（補正第１号） 

  



１　総　括

　　歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 備　考

4 繰 越 金 1,126 4,700 5,826

29,500 4,700 34,200

歳入歳出補正予算事項別明細書

款

　歳　　入　　合　　計　



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特     定     財     源 備 考

基 金 積 立 金 4014 5,1014,700 4,700

歳     出     合     計 29,500 4,700 34,200 4,700



補正前の額

２　歳　入
（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

4 繰越金 1,126 5,8264,700

1 繰越金 1,126 5,8264,700

〇前年度繰越金 4,700前年度繰越金1 繰越金 1,126 5,826 1 4,7004,700



３　歳　出
（単位：千円）

款項目・事業 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

4 基金積立金 401 4,700 5,101 4,700

1 基金積立金 401 4,700 5,101 4,700

1 基金積立金 401 4,700 5,101 4,700

1 基金積立金 401 4,700 5,101 4,700 24 積 立 金 4,700 〇基金積立金 4,700


